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I 問題の所在
籠者は本稿に先立つ論稿（森本哲郎「政党組織をめぐる理念と現実」 (1) (2)。以
下，前稿）で， 1955年の再統一前後から1960年までの日本社会党における組織問題の展
開について論じたことがある。そこでの関心は， 1950年代に世界的に広く浸透していた
（そして日本でも自由民主党での組織問題の議論と実践に強い影響を与えていた）「大衆
組織政党理念」が社会党においてどのような作用を及ぽしたのか，そして社会党の組織
の実態との関係はどうなのか，という点にあった。そして，そこで得られた知見は次の
ようなものであった。
「(1) もともと，「大衆組織政党理念」には， 2つの要素が含まれている。ひとつ
は，党支持者をできるだけ多く党員として組織化し，支持を恒常的安定的なものに
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する， という要素である。もうひとつは，党の日常活動を積極的に担う活動家を育
成し組織活動を充実させるという側面であり，「活動家中心の党」という理念がこ
れであった。機構改革審議会の諮問委員会が提出した第 1次答申案の組織理念は，
この両側面を包括した「大衆組織政党理念」である。しかしながら，再統一から60
年までのこの時期，「活動家中心の党」建設という側面が前面に押し出されていっ
た。「大衆組織政党」理念のうち，「活動家中心の党」という側面だけが公式には受
け入れられる結果となり，「できるだけ多数の支持者を党員として組織する」とい
う側面は後景に退いてしまったのである。
(2) それとともに，組織問題（大衆組織政党建設）への具体的取り組みが進まな
いうちに，党内政治過程の支配的争点は「社会主義革命＝原則主義」と「政権獲得
＝現実主義」という「基本路線」の対立を中心とするものとなり，大衆組織政党建
設の具体策という問題はほとんど党内政治過程の主要課題から外れてしまった。よ
り正確に言えば，組織建設という相当程度に技術的問題が原理的対立およびそれと
不可分に絡み合う派閥対立を活性化させる燃料となってしまった。その結果，党内
の関心とエネルギーは具体的な組織建設の技法と言う地味な問題から逸れて行った
のである。
(3) 要するに， 55年体制初期の社会党において，ひとつには，「大衆組織政党理念」
が包括的な形ではなく，部分的な形でしか公式には受容されなかったこと，ふたっ
めに，組織問題そのものが党内政治過程の主要争点から外れて行ったこと。」l)
本稿は，本来の意味での（すなわち，できるだけ多くの支持者を組織するという側面
と活動家中心という側面をともに包摂する）「大衆組織政党」理念が社会党の公式の組
織論として復活した1980年前後から同党が（多数の議員・地方組織の民主党への合流に
よって）事実上終焉を迎えた1996年までの時期を対象に，この時期の「大衆組織政党」
理念にかかわる党内での言説，そして組織形成の実態について叙述する。結論から言え
ば，大衆組織政党理念が言うような組織形成は実現できなかったのだが，その理由につ
1) 森本哲郎「政党組織をめぐる理念と現実」 (2),35-36頁。脚注では，引用・参
照文献は著者名・表題（副題略）のみ示した。詳細な書誌事項は本稿末に一括表示
する。
また，本稿では，とくに指示の無い限り，引用文中の…は筆者（森本）による省
略，［ ］は同じく筆者による補足，下線は筆者による強調であることを示す。ま
た漢数字は算用数字に改めた。
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いて，本稿の最後で（暫定的試論として）若干の検討を加えておきたい2¥
1 イデオロギー的党内抗争の最終局面と「現実主義化」の模索
-1980年代—
[ 1] 社会党をめぐる政治過程（概観）
本論の組織問題に入る前に，本稿で扱う時期の社会党の党内政治過程を概観しておく 。
1960年以降の時期，社会党内政治過程の支配的争点は「社会主義革命＝原則主義」と
「政権獲得＝現実主義」という「基本路線」の対立を軸とするものとなり，大きく言え
ば，「左派」対「右派」の党内抗争（イデオロギー的派閥抗争）が社会党の党内政治過
程を支配してきた。1960年代の社会党を叙述する中で，石川真澄は「目まぐるしい人事
のたびに，委員長を狙う江田と，阻止しようとする佐々木派など左派との抗争にはすさ
まじいものがあり，同党のエネルギーは派閥間闘争で消費されている観があった」3)と
書いているが， 70年代も派閥連携の再編を伴いつつ（上記の佐々木派が協会派との対立
により右派と連携するなど）同様の事態が続くのだった。そして， 1960年代から70年代
末までの20年間は，「左派」 （そして時を経るとともに「最左派」＝社会主義協会とそれ
に支えられた議員派閥）が「右派」を抑えて党運営の主導権をますます掌握する過程で
あり 4), その末期には左派内部の反協会派が右派と連携するという派閥抗争再編を見つ
つ，激烈な対立がさらに続く時代だった。
その結末の始まりは1977年2月の同党第40回党大会で多数を占める社会主義協会系の
代議員が右派の代表的指導者として標的としていた江田三郎を激しく攻撃した後の 3月，
2) 前稿で扱った時期 （再統一から1960年まで）と本稿で扱う時期 (1980年前後から
96年まで）に挟まれた20年間については別稿の対象とする予定である。
3) 石川真澄 『戦後政治史（新版）』，113-114頁。
4) その象徴が1966年 1月の第27回党大会での「綱領的文書」『日本における社会主
義への道［補強修正版］』の採択だった。「第27回党大会の修正は 『道』をマルク
ス・レーニン主義的に変えるほどに重要な内容を含んでいた。すなわち「社会主義
建設のためのある種の階級支配」の必要性を認め，「中ソ型のプロレタリア独裁と
は異なるが，それは本質における相異でなく，機能のあらわれ形態の相異である」
とし，事実上，プロ独論を承認した」との指摘（飯塚繁太郎・宇治敏彦・羽原清雅
『結党40年・日本社会党』241-242頁）のとおりである。
なお 『社会党50年史』には，この「補強修正案」が承認されたという事実とその
要点が淡々と記されている (577-578頁）。また資料集である 『社会党40年史』には
「補強修正案」の全体が収録されている (808-811頁）。
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江田が単独離党し新党結成の準備に取り掛かったという出来事だった （直後に江田は急
逝するが，遺志を継いだ人々が「社会市民連合」を結成する） 5) 0 
社会党内では江田離党が波紋を広げる中， 4月に党改革委員会が中執全員を構成員と
して発足し，党の再建について議論がなされるが，協会派と反協会派の対立が激化する
一方であった。しかし続く同年 7月参議院選挙での敗北（選挙前の61議席から59議席
へ）によって反協会派は一挙攻勢に出，その結果， 9月の党大会で協会の活動を抑制す
ることを意図した党改革案が採択された。しかし，次期党委員長人事が難航し決定が先
送りされたことが示すように，協会派と反協会派の対立は依然厳しいものがあった（結
局12月の続開大会で飛鳥田一雄が新委員長に選出された）。
飛鳥田体制の下で，社会党の基本路線は見直しに着手されるが，そのペースは党内の
勢力拮抗を反映して迅速とは言えなかった凡 党の「綱領的文書」＝『日本における社会
主義への道』（党内ではしばしば単に 『道』と呼ばれた）の再検討が開始され， 1982年
2月の第46回党大会および同年12月の第47回党大会で，基本路線（『道』）再検討の必要
性は全党的にほぼ認められたが， さらに進んで 『道』の破棄についての決着は先送りさ
れた。基本路線の転換に対して下部組織 （要するに左派系活動家層）からの抵抗は強く，
85年12月の第50回党大会で執行部が提出した 『日本社会党の新宣言一愛と知と力による
創造一』（いわゆる 『新宣言』） は採択されなかった。
結局，年明け86年 1月の続開大会で「新宣言に関する決議」を条件にようやく妥協が
なり，満場一致で『新宣言』 は採択された叫 左派に譲歩した「新宣言に関する決議」
の採択が象徴するように完全にマルクス・レーニン主義を放棄したものではなく，「社
会民主主義への方向性を示唆するにとどま った」8)。が， 『道』の廃棄を明言したことは
5) 60年代から70年代にかけての社会党内政治過程については，升味準之輔 『現代政
治・下』，516-555頁が興味深く描いている。以上の叙述も特に注記のない限りこれ
による。
6) 以下，本節の記述はとくに注記のない限り， 全体的に，新川敏光 『戦後日本政治
と社会民主主義』第5章，森裕城『日本社会党の研究』第3章による。
7) 「新宣言に関する決議」の概要については， 『社会党50年史』982頁。
8) 新川，前掲書，172頁。社会党左派に批判的な評論家・森田実はこの点を率直に
次のように指摘している。「『新宣言』 の決定は，社会党が長い間のマルクス・レー
ニン主義の呪縛から一歩外側へ踏み出しかかったことを意味しており，この点は評
価してよいことである。しかし， 『新宣言』 の決定は，あくまでその一歩であり，
社会党全体がマルクス・レーニン主義の呪縛から完全に解放されたということでは
ない……」。（森田実 『社会党の素顔』，110頁）
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決定的な違いであった9)。すなわち，「［党改革］推進派としては『新宣言』が採択され
てしまえば「時代の流れ」は変えられないものになるとの判断があった」わけであ
る10)0 
この年， 86年 7月の衆参同日選挙では自民党が圧勝し（衆議院で見れば83年の250議
席から300議席へ），社会党は85議席（前回112議席）の大敗となって，石橋委員長は退
陣，土井たか子が委員長となった。土井は1969年総選挙に際して，「労働組合依存体質
の欠陥克服」の一環として当時の成田委員長が党外からスカウトした人材であり （大学
講師＝憲法），既存の派閥対立とは無縁だったことから，とりあえずのリリーフとして
委員長に推されたのである 11)。しかし，土井は「すべての点でそれまでの社会党指導
者の型からはずれていた」12)結果，世論には好意的イメージで受け止められ13),社会党
の支持回復（一過性のものだったが）に寄与した。
そして，この土井体制下で社会党の《マルクス・レーニン主義からの離脱⇒「社会民
主主義」への転換（＝内政での現実主義化）〉は大きく進展して行った。1988年2月の
第53回党大会では規約が改正され，「民主集中制」の組織原則14) (規約第14条「組織原
則は民主集中制である」）は削除されて，「合意に基づく統合」に修正された。この改正
に対する左派 （最左派）の，また派閥を超えて地方活動家層の反対には強いものがあっ
たが，派閥レベルでは最左派（社会主義協会系）も最終的には受け入れた15)。90年 4
月の第55回大会でも規約改正がなされ，「社会主義革命を達成し」という文言が削除さ
れ，「社会主義のもっとも民主的な姿である社会民主主義を選択する」という文言に変
更された16)。
9) 森，前掲書，134頁。
10) 新川，前掲書，172頁。
11) 高畠通敏編 『社会党』60-62頁 （椎橋勝信），森，前掲書， 160頁。
12) 高畠，前掲書，40-41頁（石川真澄）。
13) 「土井委員長についての印象」を尋ねた読売新聞の世論調査（複数回答）では
（『読売新聞』86年 9月30日，森，前掲書， 156-157頁所引），「女性党首なので清新
な感じがする (42.9%)/労組出身ではないので党内外に幅広い支持が得られる
(14.4%) /派閥色が簿いので党内が結束しやすい (10.1%)」となっていた。
14) 1959年の第16回大会提出の「機構改革に関する報告」に「民主集中制の原則」と
いう用語が登場したのが，大会レベルでの初出であった。
15) 「民主集中制」問題を含め，組織改革問題については次節で詳述している。
16) 『社会党50年史』1075-1076ページ。もちろん反対や疑念の声がなかったわけでは
ない。大会の場では「社会民主主義の理念が不明確」などの意見が出され，これ／
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他方，「現実主義化」争点のもう一つの柱である〈「非武装中立（護憲平和主義）」か
らの離脱⇒西側同盟（国際的現実主義）への転化〉は全く進行しなかった。『道』見直
しが俎上にあがっていたのと同じ時期に石橋体制下の社会党ではこちらの面でも「現実
主義化」への模索がなされていた17)。自衛隊のいわゆる「違憲・合法論」の提起であ
る。将来的には解体するが，現に存在し国民の多数も受け入れている自衛隊を当面は認
めようということである。84年度運動方針案 (84年2月の第48回続開大会提出）の当初
案では「合法的に存在」となっていたのを「法的に存在」と表現を和らげて大会に出さ
れたのだが，予想通り地方の代議員からの批判が相次ぎ，石橋は説得に苦慮，原案は了
承されたが，「合法ではない」ことを強調せざるを得なかった。石橋退陣後は，土井体
制となるのだが，記者のインタビューに答えて「私は専門が憲法ですから，自衛隊とい
うのは違憲であり違法であると思っています」と率直に語る18)土井委員長の下では，
この面での現実主義化が進展することは考えにくかった。
この土井体制も91年4月統一地方選挙での社会党惨敗で終止符を打つ（土井委員長退
陣）。土井体制下での国政選挙 (89年参院選と90年衆院選）では，自民批判票の最大の
受け皿となり，とくに典型的な争点選挙となった89年参院選挙では無党派層の最も大き
な部分に加え，自民支持層の票さえも獲得できたが19). これらは政党支持意識の弱体
化による投票行動流動化の恩恵を最大限受けたものだった。これに対して，地方議会選
挙を中心とする統一地方選挙では地域での組織力（党組織自体，議員個人の後援会，支
持団体の力……）が決め手となる。もちろん大都市圏を中心に，組織化の比重の小さな，
言い換えれば無党派層の比重の大きな地域では，有権者の関心を強く喚起し，かつ分か
りやすい争点がある場合，地方選挙でも投票率が上昇し，投票行動流動化の影響力が大
きくなることは確かであるが， 91年の統一地方選挙では全国的に見ればこのような条件
がなかったのである。地域での組織形成についに成功しなかった社会党が惨敗するのは
避けられない帰結である。後任は右派に属する田辺誠であった。国会議員レベルでの
＼に対して「理念については社会主義理論センターに諮問する」という先送り的対応
を取って改正案は採択された［投票ではなく拍手による賛成多数］）同前）。
17) 以下，森，前掲書, 127-132頁による。
18) 『週刊サンケイ』1984年11月8日号（森，前掲書，所引163頁）。また参照．森田
『社会党の素顔』20頁。
19) 「明るい選挙推進協会」調査では．支持政党なし層の33.8%が社会党に投票して
いる（次が棄権の27.1 %)。自民支持者は56.8%が自民に投票したが，社会党への
投票者も17.3%あった。（森，前掲書, 161頁による）
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〈「現実主義化」の一層の促進〉論の強さ20)から見れば順当な人事であったが，森が強
調するように，党員レベル（要するに活動家層）を見ればそうではなかった。実際，一
般党員も投票した委員長選挙で田辺と対立候補の上田哲（派閥次元では最左派＝党建
協21)の支持のみ）は接戦であった（田辺56%,46,363票。上田44%,36,358票） 22)。こ
のような党内世論の下では，非武装中立（護憲平和主義）の次元における基本路線の転
換は進みようがなかった。
[2] 組織をめぐる構想ー一本来の「大衆組織政党論」の復活—
以上簡単に見たように， 70年代末から90年代初めの現実主義化の模索期において，党
内の基本的争点となっていたのは，原理原則をめぐる対立（すなわち「現実主義化」対
「原則主義の堅持」）であり，それが社会主義の基本路線については前者の方向が，護
憲平和主義については後者が優位な方向で展開していったわけである。このような環境
にあって，「組織問題」は党内の基本的関心の中心にはなり得なかった。
確かに， 70年代末，飛鳥田体制の初期に，「活動家中心の党」という要素と「支持者を
出来るだけ多く党員として組織する」という要素を併せ持つ本来の「大衆組織政党論」が
党内政治過程で復活した。78年 7月6日の中央執行委員会で了承された「100万党建設の
基本構想（大綱）」がそれである。これについて，当時の『朝日新聞』解説記事は言う 23)。
「この基本構想は100万党員のため「だれでも自由に入れる党」を目標にしてお
り，少数でも質の高い党員で党を引っ張っていこうとした従来の組織論からは大き
な転換だ。／その背景には，党員 4万4千人足らずで，それも減少傾向にあるとい
う厳しい現実がある。「議論より数を増やすことが先決という危機感で党内がまと
まっている」（下平・百万党建設委事務局長，党副委員長）という意識が，社会主
20) 例えば，「党のあるべき姿，党改革の方向」について尋ねた 『読売新聞』による
社会党国会議員（全員）調査（複数回答）によれば，「足腰の強化に力点を
(27%) /政策面で現実対応力を (74.8%)I安保など基本政策確認 (16.4%)/党
外候補で体質改善 (22.6%)/社民勢力結集で新党を (18.9%)」であった。（『読
売新聞』1991年4月29日。森，前掲書， 165頁による）
21) 党建協＝「党建設研究全国連絡協議会」は社会主義協会に近い，あるいはその系
列の地方議員，地方活動家により結成されたグループ。（高畠編，前掲書， 83頁
［椎橋勝信］）
22) 森，前掲書， 166頁。
23) 『朝日新聞』 1978年7月7日朝刊。
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義協会対反協会といった従来の対立の図式を超えて働いているのは確かだ」。
協会系は確かに反発している。「集団加入党員制度」の新設が基本構想に含まれてい
るのだが，これは「労組などの団体による一括加盟ではなく，個人として入党の意思を
持つ人の小グループ加入を促進するねらいだ」としても，「当面は入党を進めやすい特
定の労組 （全電通など）の組合貝の中からの加入が多いと予想される。……この点に協
会派としては神経をとがらせている」わけだ（全電通は反協会派の代表的大労組）。加
えて，「「党員数の水増しは，これまで活動に身を入れてきた党員の『やる気』をかえっ
てそぐのではないか」（協会系幹部）」という政党組織理念の違いからくる反発もある。
『朝日新聞』解説記事もこの点を指摘し，「党の大衆性を前面に押し出した今回の基本
構想に対するこうした反発は，「前衛政党か国民政党か」というそもそもの党の性格規
定を「階級的大衆政党」というあいまいな規定でやりすごしてきたことを根本から問い
直すことになりそうだ」としている。とは言え，協会系も真っ向からの反対はできない。
「党費，活動義務にしても「その負担が実際に入党への ‘敷居の高さ、になって
いる以上，それを緩めるべきだ」というのが100万党建設委員会でも大勢を占めた
意見だった。100万党づくりを前提とする限り，協会側も入党条件の拡大に正面
切って反対しにくい事情もあるわけだ」。
「100万党建設基本構想」はこの記事が書かれた直後の 7月， 8月にかけて各都道府
県本部の党員討論集会に掛けられ，それを踏まえて 8月末 (29-30日）に開かれた第 3
回100万党建設委員会で具体的な方策に関する合意がなされた。「① 党員数は現在の 4
万3千余人を来年中に倍増させ，その後， 100万党にいたる年次計画を策定する， ② 党
費は来年 1月以降の新入党員については収入の0.7%と現行 (1.4%)の半額にする， ③
集団加入方式を新たに採用する」という内容だった。翌年初め 1月に開かれた第43回党
大会で執行部提出の「100万党建設の基本構想」は原案通り採択され，「① 国民に開か
れた党づくり （……党と志をおなじくするものは，その意思さえあれば誰でも自由に加
入できる）， ② 国民共有の財産としての党づくり （……いわゆる大衆路線に党活動の転
換をはかる），③ 国民の誰もが党への「主体的」参加を保障された党づくり （……下か
ら上へ主体的に参加できる流れをつくる），の 3点を基本とし，今年度を100万党建設の
初年度として党員を倍増させ「10万党」にまでも っていく」とされた24¥
24) 以上， 『社会党50年史』，822頁， 829-830頁。
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「大衆組織政党」理念に立ち返ったわけである。この時期には，自民党においても
「大衆組織政党」理念の復活が見られ，その具体化として全党員参加による総裁予備選
挙制度が導入されていた (77年4月の党大会で承認。78年11月に最初の予備選を実施）25)。
社会党の場合に，それを正当化するフレーズとして「参加」が強調されているのは1960
年代半ば~70年代半ばの「革新自治体」の隆盛と「市民参加」という時代状況（革新政
党と市民・住民運動の蜜月期）の反映である。飛鳥田一雄委員長自身，成田前委員長か
ら就任要請があった際には，社会主義協会派（三月会）がこれを支持していたという経
緯もあり，右派からは警戒されていたのだが，委員長公選制（全党員による投票制）導
入を就任受諾の条件とするなど26), 「市民の参加と対話」を掲げてきた革新自治体の
リーダー (63年から横浜市長）らしく 27)「市民参加」的左派であった。
委員長公選制導入の規約改正は77年12月の第41回党大会続開で承認され， 78年2月に
実施されたが，立候補者は飛鳥田のみで信任投票の形となった。有権者 (77年12月末の
党員）は 4万3918人，投票者は 3万6475人（投票率83.05%), 飛鳥田の得票率95.96%
（対投票者）であった28)。とりあえず「統一と団結」を示し得たが，自民党の初の総裁
予備選挙が見せた規模と典奮には遥かに遠かった（候補者4人，有権者150万人）。
党員倍増計画の成果はどうだったかと言えば，「飛鳥田が退陣する1983年には，党員
数は約64000にまで拡大した。長い間，党員数が3万から 5万のあいだに低迷していた
社会党にとって，党員が6万を超えたことはそれなりに画期的なことだったが，都市部
での党勢衰退が加速度的にすすんでいた当時の社会党にとって若干の党員増加は焼け石
に水であった」という評価になろう 29)。自民党の場合，予備選挙制導入によって，（質
25) 森本哲郎編著『システムと変動の政治学』，12-13頁（森本）。以下，自民党総裁
予備選については，同書参照。
26) 『社会党50年史』804,808頁。委員長公選制を条件にしたのは，もちろん，理念
からだけではない。「全党員の支持」による正統性の強化で委員長の指導力を強め
ることを考えたのである。実際，就任の条件として，公選制に加えて「委員長の権
限を大幅に強化し，中執で一致しない問題は委員長裁断にゆだねるとの原則を確認
する」ことを求めていた。（『社会党50年史』 804頁）
27) 全国革新市長会・地方自治センター編 『資料・革新自治体』， 224-226頁。（なお
ここに示した同書の編者名は標題紙記載のもの。同書奥付の編者名は「資料・革新
自治体」刊行委員会となっている。）
28) 『社会党50年史』 814頁。
29) 岡田一郎『日本社会党』， 170頁。なお，『社会党50年史』によれば (1023頁）， 87
年末段階で 7万7614人にまで増えているが，本文での評価に影響はない。
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の面ではさておいても）党員の数が激増したのとは対照的である (77年11月の45万5千
から79年 1月の310万へ）。
同様の展開は土井体制下でも繰り返された。1988年2月の第53回大会提出の運動方針
案で「新100万党建設運動」が提唱された30)。これは， 1970年代末から実施されてきた
「100万党建設運動」を継承するものとされていたが，今回新たに，その中心におかれ
た制度（協力党員制度）は，かつて （再統ーから1960年頃までの）社会党を左右する大
きな争点となった「機構改革問題」で（当時の左派を中心とする）強い反発の結果受け
入れられなかった「二重党員制度」の復活版とも言える制度であり 31), 「活動家中心の
党」理念に固執する最左派からの抵抗が予想されるところであった。しかも，今回の組
織改革案には，党の組織原則として「民主集中制」 （規約第14条「組織原則は民主集中
制である」）の削除，「合意に基づく統合」への修正という，マルクス・レーニン主義的
革命政党にとっての「命」ともいうべき党組織論の一大転換が提唱されていたのである。
最終的に大会で承認されたとはいえ，紆余曲折はあった。以下，この問題をめぐる党内
政治過程について，比較的詳細な『朝日新聞』記事によりつつ，概観しておきたい。
社会党執行部が第53回党大会に向けて「組織改革」問題を重要課題として位置づけた
背景として，同党が「土井委員長の個人的人気とは裏腹に，党員数は長期低落を続け，
……飛鳥田元委員長時代からの「100万党建設運動」も，参院選比例区名簿の順位繰り
上げを目的とした労組員の大量入党ー大量脱党の悪循環を繰り返し，失敗。最大のより
どころの労働界も再編，統一の動きが起き，新たな対応を迫られている」32) という切羽
詰ま った状況に置かれていたことがあった。1986年の衆参同日選挙での社会党惨敗の記
憶が鮮明な時期であり，今後の展望について打開策を見出さねばならないという強い危
機感があったわけだ。
党執行部は，組織改革構想の原案として，「(1)党活動への参加は個人の自発性や選択
を尊重し，前衛党的な民主集中制はとらない (2)月額500円の安い党費を一定期間納め
30) 運動方針は「「協力党員」制度の導入をはかるとともに，政権政党へ向けた新た
な党勢拡大運動の柱として「新100万党建設運動」を提唱していた」。『社会党50年
史』1022頁。
31) 「協力党員とは，党内の役職の選挙権や被選挙権・公職選挙における党の公認候
補になる権利を与えられない （委員長選挙の投票権はもつ）代わりに，党活動を免
除された党員のことである。江田がかつて提唱した二重党員制度とほぼ同じ制度が
名前を変えて，ふたたびもち出されてきたのである」（岡田，前掲書，188頁）。
32) 『朝日新聞』1987年12月24日朝刊。
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れば，役員や代議員の被選挙権，議員公認資格以外は党員と同じ権利が保障される契約
党員制度を新設する (3)毎月，月収の0.7-1.1%を納めている現党員（基本党員）の
党費は年齢別定額制度とする」という案33)を提示したが，予想通り，最左派から，ま
た左派に限らず地方の活動家層からの批判や疑念の声が相次いだ。
すでに，半年前に遡る，党の組織基本問題検討委員会での討議の段階から批判・疑念
の声は相次いでいたのである。この空気を示す「事件」として『朝日新聞』記事は，同
委員会の構成員でもあった社会党新潟県本部書記長の「所在不明」事件の顛末を描いて
いる34)。地方活動家の意識を見るうえで興味深いエピソードとして紹介しておこう 。
「社会党新潟県本部の桜井久雄書記長（非議員）が党組織基本問題検討委員会
……委員の辞表を出した。土井委員長が慰留の電話を入れたが，桜井氏の所在はつ
かめなかった。先月のことだ。／心労が原因で行き先を伏せて 5日間入院したため
とわかり，党本部の騒ぎは収まった。辞任の理由について，桜井氏は復帰後も口を
閉ざしたままだが，党が進めている組織改革への不満が「心労」につながったらし
ぃ。」
「［契約党員制度導入・民主集中制削除という党組織改革構想に対して］桜井氏
はこう考えた。ただでさえ党の決定や指示が守られていないのに，党規約が変われ
ば， 一段と日常活動が鈍くなりはしないか。「契約党員という気楽な制度ができる
なら，そっちへ移りたい」と言い出す党員もいる。血のにじむような努力で党活動
を支えている下部組織と，党本部との感覚にはズレがあるのではないか。」
執行部提出の原案は，組織基本問題検討委員会事務局作成の原案を基としていたのだ
が，この当初の案が6月30日の委員会事務局会議で初めて討議された段階では，党員の
種類は 2種類（基本党員・契約党員）ではなく，基本党員・契約党員・専門党員・議員
党員の 4種類と「多重構造」になっていた。『朝日新聞』記事の要約によれば，「基本党
員は党運営に参加し，委員長公選などの党内の選挙権，被選挙権を持つ。これに対し，
契約党員は一定期間党費を納めて党に参加する「財政協力党員」で，党内被選挙権は制
限される。専門党員は党外の学者，文化人などの「政策協力党員」，国会議員の議員党
員は党大会代議員権を与えられる一―ーが基本的な性格づけ」であった35)。
33) 『朝日新聞』1987年12月24日朝刊。
34) 『朝日新聞』1987年 9月8日朝刊。
35) 『朝日新聞』1987年 7月1日朝刊。
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この事務局原案は，地方組織代表も参加して 7月2日と 3日に開かれた組織基本問題
検討委員会で討議に付されたが，その結果，「事務局原案に疑問の声が多く」「党のタガ
が緩むことを警戒する意見」が出されたことを受けて，「制度としては基本党員，契約
党員の 2種類に絞る方向が固まった」のである。なお，組織原則を「民主集中制」から
「合意に基づく統合」に改めるという案については「調整がつかず，月末か8月初めに
改めて委員会を開き討議を続けることになった」36)0 
このように手直しされた事務局原案は， 10月10日から順次各地で開催された地方ブ
ロック会議に付された (10日近畿， 13日東北， 15日北信越，以下全国で）が，席上， と
りわけ「民主集中制」の削除について「一線の活動家の多くから強い反対論」が出て，
「すでに終わった地区では発言のほとんどを反対論が占めた」という状況であった。こ
れら地方ブロック会議において，「活動家から「自発性をもった党員がふえるかもしれ
ないが組織性が保たれることにはならない」「町内会でも民主集中制をとっているのに，
廃止する理由がわからない」「党員が好き勝手なことをやるのではないか」「社会党がど
んな党になるのか，イメージがわからない」など，同党の今後の方向に不安と懸念が投
げかけられた。／近畿ブロック会議では発言者13人中 9人，東北ブロックでは16人中15
人が反対意見を述べた。反対意見は左右両派に関係なく，出席した船橋成幸企画調査局
長らは「中身はこれまでと変わらない。民主集中制という言葉は前衛党的で暗いイメー
ジなので変えるだけだ」と説得に懸命だ」と『朝日新聞』記事は伝える。このような議
論となる背景として，同記事は，「連合政権作りに備えて，前衛党的な色彩を消したい
とする執行部と，日ごろ選挙運動など党活動に党員を参加させるのに苦労している地方
の活動家との認識の差があるようだ」と解説しているが，その通りであろう37¥
また「契約党員制度」の導入についても，地方ブロック会議では，最左派から，そし
て左右を問わず活動家層から，批判・疑問の声が強く出された。これを伝える 『朝日新
聞』記事によれば，
「全国を一巡した執行部と地方活動家との討論集会では，批判や疑問が相次ぎ，
反対の意見書も党本部に寄せられた。特に社会主義協会や社会党建設研究全国連絡
協議会などの最左派は「党費の安い契約党員をつくれば，右派の大労組員が大量入
党し，社会党の政策がなし崩し的にねじ曲げられてしまう」と危機感を募らせてい
る。／また，地方では，左派に限らず，「現党員の大半や新入党員が契約党員を選
36) 『朝日新聞』 1987年7月4日朝刊。
37) 『朝日新聞』 1987年10月16日朝刊。
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んでしまったら，全体の数は増えても財政はパンクし，活動も停滞する」……と
いった意見が根強い」38)。
「最左派の社会主義協会や社会党建設研究全国連絡協議会は「右派労組員を契約
党員として大量入党させ，党の“血”を入れ替えることによって，非武装中立など
の基本路線をなし崩し的に変更させるのが目的だ」と「社会党ハイジャック論」を
展開。地方の活動家からも「権利がほぼ同じなら党費の安い方に人が流れ，支部財
政が苦しくなる」「活動をせず，金を払うだけの名目党員が増える」といった声が
相次いだ」39)。
このような，派閥レベルでは最左派からの，さらに派閥次元を超えた地方活動家層か
らの反発や疑問の噴出に直面して，年明け 1月12-13日開催の組織基本問題検討委員会
は，「契約党員制度」について，名称を「協力党員」と変更し，選挙権は委員長公選に
限定するという修正を施した最終原案をまとめた。ただし，「民主集中制」の削除につ
いて委員会は修正に応じず当初案を最終案とした40)0 
それでもこのような反発・疑念がすべて収まったわけではない。最左派の社会党建設
研究全国連絡協議会（党建協）は， 2月開催予定の党大会で，執行部提出の組織改革案
（規約改正案）に「全面対決姿勢で臨む方針」を決め，大会代議員集めに乗り出した41¥
このような最左派の行動も，派閥を超えた地方活動家の反発という空気に後押しされた
面もあったであろう 。『朝日新聞』の解説は言う 42)。「大会の最大争点である組織改革
38) 『朝日新聞』1987年12月5日朝刊。
39) 『朝日新聞』1987年12月24日朝刊。
40) 『朝日新聞』1988年 1月14日朝刊。
41) 『朝日新聞』 1988年 1月24日朝刊。実際，党建協は党大会 2日目の 2月12日午前
に執行部原案に対する修正案の提出を決定した。修正案は「(1)協力党員は置かず，
党員制度は現行のままとし，党友に党の会議での発言権や特別代議員としての大会
参加権を与える (2)組織原則も現行通りとする―など」だった（『朝日新聞』
1988年2月12日夕刊）。
42) 『朝日新聞』1988年2月8日朝刊。なお， これは「かつては「派閥抗争」「路線対
立」で激しい火花が散ったものだった」社会党大会が，今回は，「大会を前に派閥
抗争が表面化しない」という様変わりを伝え，その理由を解説する記事中の一文で
ある。典味深い指摘があるので，その一部を紹介すると，「［理由の］第一に土井委
員長の存在。一昨年の衆参同日選で惨敗し，次の総選挙に「党の生き残りをかけ
る」社会党には党内対立の余裕はなく，無派閥の土井氏が期せずしてその「求心
カ」の役割を果たしているのだ」。「また，執行部にとって従来に比べ安い党費を／
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にしても，左右両派の対決という側面はあるにしても，執行部に対する地方の一線活動
家の反発という色合いの方が強い」と。
2月11-13日に開かれた党大会の 2日目，争点の党組織改革を扱う党改革小委員会は
紛糾を予想させるように「一般党員の傍聴を認めるかどうかをめぐって質疑に入るのが
30分以上遅れ，結局，記者団には非公開の形で行われた」43)。しかし，小委員会での議
論は，左派（最左派）から反対意見が強く出されるなど，激しい意見の応酬があったと
は言え「大きな混乱はなかった」44)。小委員会の表舞台で激しい意見の応酬がなされる
＼納める「協力党員」の新設を柱とする組織改革の実現は今大会の至上命題。だが，
党財政という「台所」に絡んでくるだけに，地方では派閥を超えて反発や戸惑いが
あり，執行部は党大会直前に原案修正の譲歩を強いられた。右派は不満だが，修正
案でも地方や左派にはなお反対論があるため，ここで党内抗争に発展して大会が混
乱しては困るというジレンマを抱える」。
43) 『朝日新聞』1988年2月12日夕刊。結局，報道陣には冒頭の約1時間のみ公開され，
一般党員の傍聴は認められた。（『朝日新聞』 1988年2月14日朝刊）
44) 『朝日新聞』 1988年2月13日朝刊。翌日 2月14日の『朝日新聞』朝刊解説記事に
委員会での議論の模様が活写されている（報道陣には冒頭 1時間以外非公開のため，
出席者への事後の取材によるものだが）。興味深い内容ゆえ，少し長いが引用して
おきたい（以下， 『朝日新聞』1988年2月14日朝刊）。
「質疑が始まったのは予定より 1時間遅れの午前11時前。反対派がまず，協力
党員制新設について「規約の前文にある『党員の平等』に違反する。独占資本の
差別と同じだ」（社青同）と激しい口調で切り出した。「安保・自衛隊など（右派
が進めようとしている）党の基本政策の見直しと関連があるのでは」（千葉）と，
右派の全電通労組による大醤入党—政策変更への“危険性”を指摘する意見
も。／賛成派の方は「少数精鋭の理論家が『オレたちについてこい』という党で
いいのか。個人の生活を党に全部ささげたくないが，条件に応じて党活動に貢献
したいという人を広く迎えていくべきではないか。県評が党の組織，運動，財政
を丸がかえしているのが現状。県評が解散した後のことを考えると，協力党員制
に賛成だ」（石川）とやり返す。「昨秋，土井委員長を囲む女性の会を開いたが，
ウイークデーの昼間に1200人も集まった。女性のエネルギーに圧倒された。これ
を結集することなしに党の改革はありえないと思った」（群馬）と女性党員獲得
への期待をのぞかせる人も。 ／賛成派の意見に対して「何をいっている。党をお
かしくするつもりか」など反対派がやじを飛ばす。賛成派も「黙って聞け」と応
酬」。
「［執行部の説得に対して］反対派はなおも「いまの党員の 3分の 1は協力党
員に移るのでは。協力党員だけが増えれば，それによって党の方向が左右されか
ねない」（埼玉）と食い下がる。賛成派は「改革には不安，動揺がつきもの。乗
り越えない限り展望は開けない。来秋には労働団体の全的統ーが成る。特定政/'
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のと並行して，最左派の社会党建設研究全国連絡協議会（党建協）の代表者（新潟，千
業香川，佐賀の県本部代議員）と執行部の折衝がなされた結果，執行部案のままで，
中央執行委員会が統一見解を出すということで妥協がなった45)。党建協は修正案を取
り下げ，執行部原案は全会一致で承認された。左派（最左派）としても「代議員数で劣
勢に立ったことに加え，土井体制をここで激しく揺さぶれば党内で孤立する，との判
断」があったのである46)。この結果，大会最終日の13日，組織改革に関する執行部原
案は大会の場で正式に全会一致で了承された47¥
これに続いて，その実施要綱が3月の中央執行委員会で決定され，「① 88年から90年
の第 1期で25万人，第2期で100万人の党建設をはかる，② 88年度中に15万人の党員を
めざす，③ 全県に「社会党を支持し強める会」，「土井委員長とともに仲間をつくる女
の会」を組織する，④ 1000万人の支持者名簿をつくる」などがその内容だった48)0 
こうして設けられた協力党員制度の成果はどうであっただろうか。大会3か月後時点
＼ 党の支持協力関係の維持はむずかしい。活動家は減り，労組員の保身的傾向，政
党離れが進むだろう 。そういう中で私は質より量をとりたい」（栃木）などと主
張し，夕方になっても議論の接点は見えてこない」。
こうして，「途中の休憩も含め約10時間にわたる」議論の応酬が続く一方で，
「舞台裏では反対派の中核である社会党建設研究全国連絡協議会（党建協）代
表委員の栗原透氏，社会主義協会の高沢寅男代議士ら左派代表と，笠原組織局長
ら執行部との折衝が始まっていた。原案を否決するには大会代議員の 3分の 1
(162人）が必要だが，反対派は100人程度。「大会を混乱させることが目的ではな
い」として，結局，午後8時すぎ「協力党員が委員長選挙権を行使するには， 1 
年以上の党在籍期間が必要」などとする中央執行委員会の統一見解を引き出した
ことで収拾に応じた」。
小委員会での質疑の概要は『社会新報』 1988年2月19日に掲載されているが，上
に引いた 『朝日新聞』での報道内容と（当然ながら）合致している。
45) 統一見解（全文）は次のようなものだった。「一．党員および協力党員は，すべ
て地域または職場の支部に所属し，地域総支部に所属することが基本であり，この
実現のため党は努力しなければならない。この基本を踏まえ，各県はそれぞれの実
情に応じ，弾力的に運用する。／二．協力党員の委員長選挙権は規約で保障するが，
委員長公選実施にあたって協力党員選挙権は党籍 l年以上とする。」『社会新報』
1988年 2月19日。
なお 『朝日新聞』1988年2月13日朝刊は，これをほぽそのまま紹介している。
46) 『朝日新聞』1988年2月13日朝刊。
47) 『朝日新聞』1988年2月13日夕刊。
48) 『社会党50年史』1024頁。
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では， 『朝日新聞』記事で「年内目標 7万人， 3か月実績は250人 社会党の協力党員」
（見出し）とその成果の乏しさを椰楡される有様だった。同記事によれば，「4月21日の
全国組織担当責任者会議で，協力党員獲得の実施要領を決め，組織改革推進委員会（山
本政弘委員長）を設置。北海道，東京，岡山など全国12都道府県を重点地区に指定し，
5月から 7月までを集中運動期間として協力党員獲得に本腰を入れはじめた。このほど
入党を呼びかけるパンフレットを作り，カード式の協力党員証も作っているところ」で，
「22日までに党本部が発行した協力党員証は250人分」に過ぎない。これについて，「笠
原昭男組織局長は「いまは各県本部で勧誘や受け入れ態勢づくりなどについて具体的方
法を詰めている準備段階。協力党員数の集約は 8月に入ってからだ」と説明するが，
「党内には「党の将来を左右する制度なのに，大会決定後3カ月たっても，まだ準備段
階というのはおかしい」と取り組み遅れを指摘する向きもある」。また「総評の長峰義
博総務局長は党本部の協力党員獲得のやり方を，「各県本部や労組に機械的に目標人数
を割り当てる旧来通りの発想。土井委員長はじめ党幹部が率先して協力党員を 1人でも
2人でも増やす努力をしていない」と批判する」49)。要するにこの時点では，《いかに
も社会党的な動きの鈍さ〉が新聞報道で椰楡される状況だったのである。
それでも半年後の 8月になると，協力党員は5000人を超えた。これを伝える 『朝日新
聞』記事は言う。
「6月から 8月までを集中運動期間とし，カード式党員証を作ったり， 6月から
は，地方組織向けに，運動の進め方や協力党員獲得状況などを知らせる機関紙の号
外も配って宣伝に努めた。その結果，全国で 1日に10人以上，多い日には100人を
超す協力党員が集まるようになったという。／土井委員長を招いての集団入党式も，
7月23日の福島市 (510人）を皮切りに各地で開かれ， 8月9日の福岡市では1000
人が入党。これまでのところ 3,40歳代が5割強。女性が3, 4割と一般党員に比
べて女性の比率が高いのが特徴だ。職種も労組員を中心としたサラリーマンが多く，
自営業や農業，大学教授らも名前を連ね，同党は「あらゆる階層に支持者のすそ野
を広げる狙いが実を結びつつある」としている。／ただ，頼みの綱はやはり労働組
合。今後は， 来年の参院選に向けた運動と連動させ，候補者を立てる労組に協力党
員の大量獲得を要請する方針だ。……」50)
49) 『朝日新聞』1988年5月23日朝刊。
50) 『朝日新聞』1988年8月16日朝刊。それでも，見出しは「社党，協力党員やっと
5000人「年内 4万人」とハッパ」とあくまで椰楡的である。ここで全国初の集団／
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そして，すでに何度か述べたように， 1989年7月の参議院選挙が空前の「争点選挙」
となって自民党批判票が急膨張し51),その受け皿として社会党がまさかの大勝利を収
めた52)。これが「追い風」となって，協力党員の入党申し込みが急増した。また女性
党員の増加が注目されるという。
「茨城県本部には，選挙後の 3日間で約30人から入党申し込みがあった。女性が
3割を占める。福岡は12人の申し込み。山形は 5人。／参院選では，女性候補を数
多く立てるとともに土井委員長が全国行脚し，「女が主役」を印象づけた。「比例区
＼入党式（党の用語では「協力党員党員証授与式」）が行われた福島は「重点県」の
ひとつとされていた。会場（福島市民会館）には新入党員（協力党員510人，党員
51人）のうち200人が出席，「土井委員長自ら会場を回り， 1人ひとりと固い握手を
交わし，党員証を手渡した」と， 『社会新報』の第 1面に写真人りで紹介されてい
る（『社会新報』 1988年 7月29日）。
51) この選挙の意味について，森本哲郎編著『システムと変動の政治学』 202頁（森
本）を参照。
52) この選挙では社会党は前々回 (1983年）当選者22名，前回 (1986年）当選者21名
（社会党系無所属 1名含む）に対して， 52名（社会党系無所属 6名含む）という記
録的な勝利を収めたのだが，このうち11名が女性だった。また当選者全体では22名
が女性であり，それまでの女性当選者数の最高10名を大きく上回って，当時「マド
ンナ旋風」と呼ばれた。
この22名中の半数が社会党の当選者だった（自民党は比例代表区の 2名のみ）と
ころからも推測されるように，土井委員長の存在は大きかったであろう 。選挙直後
の『朝日新聞』解説記事は言う 。
「……女性パワーが社会党に集中した最大の理由は，女性委員長の存在だったよ
うだ。土井委員長は参院選公示にあたり発表した「女性の政治宣言」で，「男性支
配の政治は利権，腐敗，不正……格差を日常化させ」と厳しく糾弾し，女性がめざ
す政治を「人間・いのち・生活の価値を優先する政治」と位置づけ，支持を呼びか
けた。／そして選挙期間中，行くところどころで「女性が変わるとき政治は変わ
る」「オバタリアンは，元気です。生き生きしています」とぶった。宝塚のスター
さながら行く先々で握手を求められ，カメラを持った女性にもみくちゃにされた。
選挙カーに上がると，中年や若い女性たちから「土井さーん」と次々と声がかかっ
た。男に任していた政治に対するやり場のない怒りが，土井委員長によ って一気に
触発されたかのようだった。／朝日新聞社の世論調査では女性の社会党支持率は，
以前10%台後半にとどまっていた。が，土井委員長の就任直後の86年10月には20%
台に急上昇。3月以降は「追い風」に乗って30%台に。土井委員長の登場で「女性の
党」という色合いを加え，大きく脱皮したといえる」（『朝日新聞』1989年7月25日朝
刊）。また石川真澄『戦後政治史［新版］』 168頁および巻末選挙結果データ集も参照。
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の女性候補を応援した主婦が早速，党員になってくれた」と三重県本部。選挙期間
中も含めて約40人が入党した神奈川県本部によると，「土井人気と，消費税など今
の政治情勢ですよ。女性だけでなく，フリーアルバイターの若い男性もいる」。／
「追い風」に乗って，大阪府ではこの 1年間で 1万2000人に倍増し，全国一の党員
数。以前は数パーセントどまりだった女性が20%を占める。長野県では，過去3カ
月間に500人増えた。今年に入って1000人増やしたという群馬県本部は「主婦が目
立つ。やはり消費税が 1つの要因になっている」と説明する。／参院選後，約30人
から入党手続きの問い合わせを受けた愛知県本部は「両親が自民党員だが，私は社
会党に， という若い男性もいた。今年中に倍増させるという，本来なら過大な目標
の達成も不可能ではなくなった」と強気だ。／東京・三宅坂の党中央本部にも，直
接，電話がかかってくるようになった。「例えば理髪店の主人。ぜひ応援したい，
というんです。従来，こういう電話はまずなかった」と組織局。機関紙「社会新
報」の読者数もこのところ上向きだという 。」53)
この選挙で社会党が自民党批判の受け皿機能を独占し得た大きな要因のひとつは，確
かに土井委員長の存在（土井ブーム）であろう 。
「「社会党のジャンヌダルク」「社会党を救った女神」一―-8月23日の全電通定期
大会で来賓としてあいさつした永末英一民社党委員長と市川雄一公明党書記長は，
同席した土井社会党委員長をこういって持ち上げた。党内でも「社会党中興の祖」
という人がいる。/7月の参院選の遊説中，東北のある小さな駅で，土井氏が乗っ
た列車が30秒ほど停車した。そのわずかな時間に，近くの農家の主婦ら約100人が
激励に。日に焼けた腕から手渡された箱には，冷やしたメロンが食べやすいように
切ってあった。土井氏の遊説先はどこも人，人，人。「まるで宝塚のスター並み」
と自民党幹部をあきれさせたほどの爆発的な人気。たしかに社会党の大勝は，「土
井人気」が大きな要因の 1つだった。」
「土井氏自身も，労組員以外の市民や女性に積極的に支持を広げようとした。そ
の1つが「土井委員長とともに仲間をつくる女の会」。36道府県に約 2万5000人の
会員ができた。土井氏が各地での結成大会に顔を出すと，主催者の予想をはるかに
53) 『朝日新聞』1989年 7月31日朝刊。同記事は「「追い風」が果たして足元固めにま
でつながるか」とこれまで同様あくまで「距離を置いた」トーンだが，この観測は
結果的に正しかったのである（後述）。
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上回る人数が集まった。／土井氏は 7月31日の党全国女性議員団結成総会で「社会
党は前衛政党でもなければ，特定の労働組合の政治部でもございません。普通の市
民たちの政党であり，サラリーマン，中小企業者，農漁民を含む，額に汗して働く
すべての人びとの政党です。私たちは，普通の市民の感性と言葉遣いを大切にした
い」と語っている。」54)
こうしてこの時期の社会党は「労働界対策に不安を残しつつも，「土井ブーム」に支
えられ，……組織強化の面で悲観論は少ない。消費税， リクルート疑惑，女性スキャン
ダルなど「敵失」もあって，女性票をがっちりつかんだ土井氏が党首として健在でいる
限り「なんとかなる」という空気が支配的」55)と評される状態にあった。しかしながら，
ブームに舞い上がって地に足がつかない，といったこの状態は長くは続かなかった。
「土井ブーム」は参院選から半年後の90年2月の衆院選ではまだ効果を持続させていた
が，既述のように91年4月の統一地方選挙では作用せず社会党は敗北，土井委員長は退
陣する c 土井ブームで集まった協力党員は予想されるように離党していった。神奈川県
本部の事例を取り上げた 『朝日新聞』はこの経緯を次のように描いている。
「土井前委員長のもとに始まった協力党員も，昨年から今年にかけて約200人減っ
た。約3割を占めていた土井ファンの女性が離れているためだ。 10月で協力党員の更
新をやめたという5併しの女性は「もともと土井後援会のつもりで入ったから……」」56¥
54) 『朝日新聞』1989年 9月14日朝刊。
55) 『朝日新聞』1989年 9月14日朝刊。
56) 『朝日新聞』1991年10月8日朝刊（神奈川県地域面）。社会党自身もこのことは十
分認識していたであろう 。例えば， 1988年後半期の『社会新報』に連載されていた
「協力党員インタビュー」で20代 (25歳と21歳の事務職）の 2人の女性（福島県）
が登場した回の見出しは「社会党はイマイチ，土井さんサイコウ」だった。
注50で紹介した福島での「党員証授与式」に参加したこの 2人は，参加者中「最
も若い協力党員だった。／「とっても場違いなところにいる感じでした。だって20
代の人って，私たちを含めて 4人ぐらいじゃない。女性も少なかったし，自分たち
が協力党員になって，こんなこと言うのもおかしいけど，社会党って，まだまだ近
づき難いっていうのが率直な印象」と， 2人は異口同音に語る」と紹介され， さら
に次のような発言が紹介されるのである。「友だちとのおしゃべりで政治の話なん
て出ることが全くないから，まだ私たちが社会党の協力党員になったことを知らな
い」「だって私たち，社会党って，どんな主義・主張をもっているのか，ちゃんと
説明できないところがあるから，友だちに説明できないわよ」「でも私たちの目に，
社会党という政党が分かりやすく見えていないことも問題だと思うのですけどね」／
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以上のような紆余曲折を辿った協力党員制度だが，全体としてみた場合，「協力党員
制度への対応は支部によ ってまちまち」であり，積極的に取り組んで協力党員を獲得し
た支部もあれば，非協力的支部もあった，という研究者の評価がある57)。それでも，
党員数は増加し (92年 7月末で15万2452人）58), 一定の成果を示したとは言えるが，党
勢の急速な衰退は食い止められず， 93年7月衆議院選挙での歴史的敗北に至るのである。
本節の最後に，「政党組織理念」から言えば，この「新100万党建設運動」は，基本的
には「大衆組織政党理念」の復活であるが，組織基本問題検討委員会事務局原案 (1987
年 6月30日事務局会議付議）で「「自立・分権」を新たな組織原則として位置づけ，地
域や職場に自立組織をつくり，地区，県， 全国に広がるネットワークを形成し，党中央
本部はこの「連合の総体を結集する」ものとしている」と 『朝日新聞』(1987年7月1
日朝刊）記事が要約しているように，「ネ ットワーク型政党」理念も混在していたので
ある。そして， 95年になると，このネットワーク型組織理念が前面に登場するというこ
とになる。この点は第 3章で議論する。
[3] 1980年頃の大都市部（とその周辺）での社会党組織の実態
ー東京および関西の事例—
1980年に東京と関西で行われた「共同討議・大都市部における党建設」での発言をま
とめたものが 『月刊社会党』(1980年10月号）に掲載されている59)。討議への出席者は，
＼と続く 。
「そのお 2人が口ぐちに土井委員長のファッション感覚はベタ誉（ほ）め，「私
たちの母親より歳上だなんて信じられない。立派だし，若々しい」と。／……「土
井さんのファッションというと赤というイメージが強いですね。フィリピンのアキ
ノさんの黄色というイメージと対照的で，いいですよ。男の議員じゃ，そんな風な
カラーのイメージなんて湧いてこないものね」……／ 「そうそう……みんな没個性
的なスーツじゃあね」と……」と話は盛り上がるのである。以上， 『社会新報』
1988年 8月26日。
57) 岡田一郎 『日本社会党』， 189頁。例えば，『社会新報』(1988年12月2日）には，
社会党田川総支部（福岡県の旧産炭地）での非常に熱心な協力党員拡大運動への取
り組みが大きく紹介されている。同年 6月下旬から11月上旬の 5カ月で1000人突破
という目標を達成したのである。岡田，前掲書も積極的な支部の例として，田川総
支部をあげている (189頁）。
58) 『社会党50年史』1120頁。
59) 共同討議（まとめ• 藤田十四三）「大都市部における党建設 （東京）」，共同討議
（まとめ・牧内正哉）「大都市部における党建設」 『月刊社会党』 1980年10月号，／
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東京については，中野総支部書記長，東京都本部書記長，辰巳生協理事長，北総支部書
記長（まとめ役）の 4名，関西は，愛知県本部副委員長，京都府本部委員長，大阪府本
部書記長（まとめ役），大阪市会議員の 4名である（掲載誌での記載順＝姓の50音順に
よる）。
(1) 東京における社会党地域組織の実態
東京地区における社会党組織の実態について， 4名の現場責任者による討議をまとめ
た論稿を見てみよう 60)。
まず，大都市（東京）での社会党の不振に対して，その理由について検討がなされ，
「大都市 （東京）の現状把握の不十分さ」が指摘される。
「「われわれは，なぜ東京（大都市）で勝てないのか！」……／東京でわれわれ
の闘いが，こうも都民の共感をよばなかった理由は何なのだろう 。その原因をつき
つめると，結局大都市 （東京）の現状に根ざした都民の生活の変化，意識の変化に
対応しきれていない日常活動の在り方がうきぼりになり，改めて「大都市（東京）
の現状把握」が十分であったかどうかが問われざるを得ない。」
そして「住民が流動してとどまることをしらない街」というのが東京の特徴だとして，
その実態を描くとともに，それがもたらす労働者の意識変化に言及する。
「たとえば，親子代々「製紙につとめた」などといういわば土着の民間組織労働
者が大量に都外に移住し，新たに「団地住い」の新都（区）民が転入したところ。
勤めは都（区）内の官公庁や役所でも銀行ローンや共済組合から借金して東京に隣
接する近県郊外にマイホームを建て，次々に，埼玉都民，千葉都民になってしまう
地公，国公の労働者。 4年経てば半数が入れかわるという定着しない多摩ベッドタ
'-35-45頁（東京），46-58頁（関西）。それぞれ共同討議での議論が論文の形にまとめ
て掲載されている。なお関西については出席者の直接の発言も一部掲載されている。
この号は「特集 ・80年代を切り開く 100万党建設の課題」とされて組織問題を重点
的に取り上げたものであり，巻頭論説は，森永栄悦（党組織局長）「再び100万党建
設についてー~ を警戒し，運動に区切りをつけよう一ー」である。
60) 「【共同討議】大都市部における党建設（東京）」（まとめ• 藤田十四三）『月刊社
会党』1980年10月号 (290号）， 35-45頁，所収。本文書はその資料的価値の点から
全体にわたって紹介検討を加えている。したがって逐一の頁数表示は煩瑣を避ける
ため省略した。以下，同じく，社会党機関紙誌掲載の資料的文書を対象に全体的な
紹介検討を加えている個所について同様の処理をしている。
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ウン入居者などなど……。」
「人口の激しい流動は「量」も「質」も伴ってすすみ，それは意識の変化につな
がっている。土着の組織労働者の大量移住は固定票を激減させ，「団地住い」の新
都（区）民は多くの浮動票を生みだした。マイホームの郊外建築は「職」「住」分
塵となり，地元票が半減しただけではなく，生産点に密着した地域活動に組織労働
者が結集する上で物理的な障害となっている。／また，借家（間）住いからマイ
ホーム所有という生活の変化は，いわゆる「中産階級」意識と結びつき，勢い現状
肯定—保守化の枠組みにひきこまれるだけにとどまらず，「職」「住」分離は
「住」における町内会，部落会などの地域コミュニティの影響とあいまって「職」
での意識と「住」での意識の違いを生みだし，「職場では社会党でも家に帰れば自
民党」という労働者がふえた。」
「さらに，半数以上が入れかわる多摩ベットタウン入居者の例を都下町田市でみ
ると， 4年間に40-50%の市民が移動しており，大下革新市政の成果を知らない有権
者（市民）が改選のつど半分近くを占めるという由々しい事態をもたらしている。」
そして，社会党の不振の原因はこの特徴の把握が不十分だったこと， したがって的確
な活動ができなかったことだとの反省が率直に語られる。
「東京（大都市）におけるわれわれの不振は，以上にのべたような東京の現状
―都市部の特徴を的確につかみきれず， したがってこれに十分対応する活動をす
すめることができなかったところにあるといわなければならない。……」
「人口の激しい流動という同じ条件のもとで自民党の地盤はビクともせず，共産
党，公明党は着実に票（党勢）を伸ばしてきたのである。ひとり東京の社会党だけ
が全くの無為無策だったのであろうか。ここで問題は，われわれの「活動の現状」
と「総括」にしぼられてこざるを得ない。……」
そして，「活動の現状」が語られ，その意味が問われるのだ。
「東京の党……。全総支部，全党員，各級議員がさまざまな活動をくり広げ，大
都市における激烈な「競闘」をたえぬいている。/8月末の 『東京タイムス』で紹
介されたわが党の都議が「高校野球の応援」にでかけたり「カラオケ」で唄ったり
したのもわが党の都議会議員にとっては文字通りの「日常活動」そのものなのであ
る。目のまわるような忙しさは，市区町村会議員とて同様である」。
［所］
「毎日毎日，少年野球の世話に一生懸命な議員，ひまさえあれば支援者と一杯飲
- 151 - (1481) 
関法第64巻第 5号
むのに精を出している議員，旅行会の日程作成に追われる議員，地主の総スカンに
なりながら借地借家の法律問題と取組んでいる議員，ハンテンを着てミコシかつぎ
に汗を流す議員， きまった日にいつも独りで駅頭で演説している議員，こんな光景
［津］
は，何も花のお江戸に限られたことではなく，日本列島の律々浦々あらゆる街角で
垣問見ることができる。」
「交通違反のもらい下げから，夫婦ゲンカの仲裁まで，住民と党の接点に立ち，
街の中では「党の顔」で知られる「地方議員」（市区町村会議員）は，これ以上や
りようがないギリギリのところまで身体を使って働いている。個人的な楽しみを棚
上げにして，唯々 4年に 1回の「勝敗」のために日々燃焼しているといって過言で
はない。そして，このような多彩な活動が，量的には決して多くない限られた党員
のキリキリ舞いともいうべきバックアップのもとですすめられていることはいうま
でもない。」
「同時に，こうしたわれわれの活動が，全部ではないにしてもそのほとんどが，
各人の考えに基づいて思い思いにすすめられている実態にあることも否定できない。
別の言葉でいえば「ケガと弁当てめえもち」の活動である。」
「金も労力も自分で工面し，尻ぬぐいも自分でやる。……よかれ悪しかれ「結
果」については自分でかぶる……。」
「がむしゃらな「自活」の中で「生活力」だけはみんな旺盛である。しかし，
「一国一城」の主としての確信がゆるぎのない「党活動としての確信」「党への信
頼」にうらうちされているであろうか。ここ一番という勝負どころで，その秀でた
個人技が社会党のチームプレイとして発揮されてきたであろうか。」
ここで「総括」されているのは，「ギリギリのところまで身体を使って働いている」
社会党地方議員の活動があくまで「個人技」にとどまり，組織だった党の活動したがっ
て党勢の維持拡大につながっていないということである。人々の生活の変化，意識の変
化にもかかわらず，党勢拡大の条件すなわち「労働者・住民の不満と不安」は存在する。
他党がそれに対して，それぞれ特有の組織力で対応できているにもかかわらず，社会党
がそうではないことが率直に指摘される。
「「住民が流動してとどまることを知らない街」をもう少し目をこらして見すえ，
この街が「都市問題」と総称されるあらゆるヒズミの中で呻吟してきた，現にその
狭間の中で苦悩する街であることを見落してはなるまい。……／すなわち，「窮乏
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化の法則」は貰徹されているのである。したがってマイホームの中で「中産階級意
識」につかっている住民も，「職場では社会党でも家に帰れば自民党」になる労働
者も，みんな何らかの不安と不満を必ずもっているはずである。」
「その「生活要求」を，自民党は「政権政党」としてのうまみの中でつちかった
たくみな利益誘導と町内会，自治会，商店街， PTA, などの彼らなりの地域コ
ミュニティの枠組みで解消させてきたし，公明党は宗教の幻覚に「落穂ひろい」と
もいうべき世話役活動を重ねて住民をひきつけ，共産党は民商，生護会，生協活動，
民医連など「要求」を組織し，それを党のまわりに結集するというやり方で支持層
も拡大してきたのである。」
「自民党が，町会自治会や業界団体のネットワークをフルに活用し，あっという
間に町中にくまなくステッカーを貼りめぐらす。公明党議員団控室には「生活相
談」に訪れる“信者”がひきもきらない。定例議会開会のたびごとに，共産党が組
織をした大衆団体の陳情，請願がワンサと提出される。本会議や委員会の質問は，
必ずこの活動と連携して展開される。われわれは，「色彩」のはっきりしているこ
［正面］
の運動を横目で見ながら，何か頼［ま］れれば表面きっていやともいえず「紹介議
員」や「交渉の窓口，立会い」を引きうける。……」
ここから引き出される課題は，「一言でいえば「要求」を組織することの重要性とい
うことにつきるのではないだろうか」となり，「「おがげ」がなければ「票」にならない
という厳然たる選挙結果が，何よりも雄弁にこのことを教えている。「党の上に己を置
いた個人的なかかえこみや，独立独歩の個人技を中心にした「自活方式」ではとても対
応できるものではない」と，個人技をいかに党の組織活動に結び付けるか，の重要性が
繰り返し強調されるのだ。そして，この課題に取り組むうえで身近に貴重な（希少な）
実例があることが紹介される。いずれも東京都北区の大工場移転跡地に建設された大規
模団地地域での党活動の実績である。
「ここに貴重な経験がある。東京北区豊島町に日産化学王子工場があったが，こ
れが千葉に移転しその跡に5000戸の公団住宅が建てられた。現在の豊島五丁目団地
である。党はこのマンモス団地に他党との競闘に決してひけをとらない力を発揮し
ている。」
「75年4月の区議選に，入居後まもない社青同の婦人活動家を擁立， 2位当選を
かちとるや，新区議（林千春さん）を先頭にたゆみない「党活動」をつづけてきた
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からである。「やれるものでやれるところからみんなで始めよう」「やりだしたら最後
までつづけよう」，支部活動の基本はこの 2つである。三交替の民間労働者，労働
組合もない中小企業に働く仲間，自治体の建設現場で働く人，政労協の大幹部，手
話通訳，国家公務員，支部会議の日程一つあわせるのも困難なほどいろいろな所で
働いている党員が集まって毎月 1回の支部会議と学習会をきちんとやりぬいている。」
「ここでの意志統一を軸に，区議会終了後毎の都区政報告会の開催や議会報告
ニュースの全戸配布，「くらしを守る消費者の会」によるハイム無公害石けんの販
売活動もあわせた中性洗剤の使用を禁止させる運動，原水禁一円玉カンパ親子映画
会，毎週 1回の夕方の駅立ちと団地内バス停前の早朝社会新報宣伝活動など，党や
議員の日常活動を欠かさずすすめている。そして，この活動に共鳴した住民，区議
の世話役活動で知り合った住民は，可能なかぎり「はげます会」「婦人会議」「新報
読者」などに組織し，党支部のまわりに結集してきた。 79年4月区議選，社会党不
振の中で林区議は 2位以下を1000票以上も引き離す堂々たるトップ当選で再選を果
たした。・・・」
「同じく東京北区王子町の十条製紙十条工場の跡地に3000戸の公団住宅が建てら
れた。（王子五丁目団地）。昨年4月の区議選で「助ツ人」の役割に甘んじたここの
党員は次回自らの議員を誕生させるべく活動を開始した。／学校警備員，生協職員，
看護婦，大衆団体専従者，党本部書記局員，消防士など多彩な顔ぶれの党員がまず
始めたのは，支部会議の定例化からである。次に団地内の組織労働者，新報読者，
他地区の党員，同盟員［おそらく社青同＝社会主義青年同盟］によびかけて，「王
子 5丁目団地社会党支持する会」をスタートさせた。3000戸の全戸配布もようやく
できるようになった。8月下旬には，団地内小学校でひとの力を借りずに独力で始
めて「党支部，支持する会共催」の原水禁親子映画会を開いた。……」61)
以上の「両 5丁目の経験」は，東京という典型的大都市で不振に喘ぐ社会党にも「大
都市における党再生の方途」がまだあることを示すものだという，言わば《励ましの文
脈》で紹介されているのだが， もちろん，党全体としての現実の厳しさから目を背けら
れることはない。むしろ，全くの悲観論に陥らないために，未来への一筋の道を示した
61) なお本稿を通して，引用文中，現在では使用されない用語（例えば，看護婦な
ど）もあるが，学術論文での原資料ゆえ，当然ながら，そのまま引用する。なお
「公団」とあるのは，当時の特殊法人「日本住宅公団」（現在の UR)のこと。
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後で，「現実は深刻で前途は大変にけわしい」という点こそが強調されるのである62)。
「もちろん，党のあるがままの姿をキレイごとでみすごそうというのではない。
「かくあるべきだ」という「べき論」はどうあれ，現実の東京の党の実態は決して
見事なものではない。おそらくは，支部会議すら満足に開いていないところが多い，
これがかなりの総支部の実態であろう 。もう中央はあてにしない。県本部は好きな
ように自由にやるよという地方の声を時々耳にするが，都本部運動と関連をもたな
いまでもとにかく「動いている」総支部はまだよい方で，実質的に開店休業の総支
部は十指以上にのぼり，都本部運動への無関心は一層拡大されている。第一，関心
を払ってほしいような都本部自体の運動があまりなく，その組織指導も活力を失っ
てきている。こうした実態の中ではどんなに正しい提案をしても，まさに「カラス
の勝手でしょう」にならざるを得ない。支部が機能してない中で議員だけが何の楽
［つっぱって］
しみもなくとにかく「落ちない工夫」をこらしてつっぱているところへ，支部活動
や議員活動の基本を説いてみても「関係ないよ」と押しかえされるだけであろう 。
この「疲弊」をどうするのか。現実は深刻で前途は大変けわしい。……」63)
「……最近の党は……「決めたこと」を守るでもなし，守らないでもなしといっ
た作風が蔓延し，組織指導の欠如と分散化傾向が目立つ。組織性が弛み，活力の失
われた党は，住民の側から見て「バラバラで頼りがいのない社会党」とうつり，こ
れも党のイメージダウンにつながっている」。
結局のところ，党再生の方途は，地道な積み重ねに尽きる，ということだと繰り返し
強調されるのである。そして，この「当たり前のこと」を遂行してゆくことの困難さも
当事者にはよく理解されているのである。悲壮感も漂うのである。
「油汗を流してでもこのハードルをこえない限り絶対にみちは開けてこない。ど
んなところのいかなる条件のもとでもやれるものが何かしらあるはずである。「や
れるもの」で「やれるところ」から「やりぬいてゆく」という「基本」に結局は戻
りながら，一日一日を積み重ね，半歩を， さらに 1歩とのぼってゆくしか「方途」
62) ここで紹介されている「貴重な経験」も社会党にとっては画期的な経験ではあろ
うが，左翼のライバル共産党などは，当時においては日常一般的に行っていたこと
である。そして，このような認識は当然社会党関係者も持っていたわけである。だ
から，最後に，もう一度，現状の深刻さが改めて強調されるのだ。
63) この引用中にある「カラスの勝手でしょう」とは耳慣れない言い回しだが，当時
高視聴率のテレビ番組で人気コメデイアンが流行らせたギャグ。
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はない。」
(2) 関西における社会党地域組織の実態
次に，関西における社会党組織の実態について，同じく 4名の現場責任者の討議をま
とめた論稿を見てゆこう 64)。東京の場合との共通点が多いことが実感されるだろう 。
論稿は冒頭から悲壮な声の紹介で始まる65¥
「「看板かけてるだけで倒産してるようなもんです」と京都府本部の那須亮二委
員長。／「今日ここへ出てくるの気が重くてね」と愛知県本部の小山良治副委員
長。／ 「ダブル選挙ですっかり自信喪失です」と大阪の和田充弘市議。／私を加え
て4人。明るい表情のものは 1人もいなかった。無理もない。凋落の激しい大都市
からの顔ぶれなんだから。」
関西の場合も，東京と同様，社会党不振の背景にある大都市圏の特徴としての「人口
の流動性」「職と住の分離」について語られる。
「都市における勤労市民のこうした意識の多様化，個への拡散化を一層激しくす
る原因のひとつに通勤圏の拡大，通勤動態の複雑化・多様化がある。…／…大阪市
のように昼間流入人口が120万人を超えるような状態が生じてくるのである。たと
えば大阪市の地下鉄・バスを動かす大阪交通労働組合 1万1000人の場合を見ると，
この間の推移がよくわかる。10年前，大阪市内居住の組合員は7000人を超えていた
が，現在では3000人を割り込んでいる。一方で県外居住者も増加し，奈良県在住の
組合員が1000人を超す有様である。……」66)
64) 「【共同討議】大都市部における党建設（関西）」（まとめ・牧内正哉） 『月刊社会
党』1980年10月号 (290号）， 46-58頁，所収（なお，標題について論稿本体では
（関西）という語旬は入っていないが，雑誌目次での標題には入っている）。なお煩
瑣を避けるため，引用に際し逐一の頁数は表記しない。
65) 前項で紹介した東京についての論稿も同様だった。「われわれは，さきの衆参ダ
ブル選挙で敗北した。……われわれの力量の反映である」と。
66) 東京での共同討議で「埼玉都民」「千葉都民」という言い方がなされていたよう
に，ここでは使われていないが，関西でも「奈良府民」という言い方がある。例え
ば次の新聞記事を参照（下線部強調は籠者による）。「「衆院大阪 8区」［中選挙区時
代］の異名もある奈良県。近鉄沿線の大和高田市で県議選に立つ全電通出身の連合
型候補は「大阪勤務の“奈良府民”が当落のカギを握る」と，大阪の主な労組へ写
真入りのポスター，チラシを配り歩いた」 （『朝日新聞（大阪）』 1991年 3月28日朝
刊）。「職場を大阪に持つ人の多さから，「奈良府民」という言葉さえ生まれた。//'
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このような大都市圏の変化に社会党は対応できず，地方議員の（自らの再選のため
の）《個人技としての活動》だけがますます目立つこととなっている，〈議員が引退すれ
ば，社会党の影響力も消滅〉，という現実が率直に述べられる。
「こうした大都市における勤労者の状況を考えれば，単に日常活動を活発にせよ
とか，地域社会の中で活動を，などといっても，お題目でしかなくなるのは当然で
あろう。社会党が取り組まねばならぬことは，勤労者の昼の活動現場と，その地域
の住民との間にパイプを通すことであり，その模索がなければ，大都市で社会党の
影響力を蘇生させることは不可能であろう。……」
「かつて成田三原則のなかに，議員党的体質の克服をはからねばならないという
一項があった。今日大都市部における党勢低迷の大きな原因になっている課題なの
だが，加えて大都市では肝心の議員の高齢化・硬直化がすすみ，議員の影響力その
ものが低下してきているから問題は深刻である。/1960年代まで社会党は，成田三
原則に指摘されているように，機関中心の組織政党を目指しながらも，イデオロ
ギーとは縁の薄い議員後援会などを通して，国民の多様な意見を吸収する装置が
整っていた。労働組合を軸とした動員力，機動力を基盤に据えながら，多様な意見
を反映させる後援会組織を組み合わせていくことで，社会党は伸びてきたといえよ
う。」
「だが，都市の肥大化は一方で前述したように住民意識の一層の多様化をもたら
すとともに，イデオロギー効率をいちじるしく低下させはじめる。また都市問題を
前にして住民運動は激化し，既成政党への批判も強まってくる。当然，経済基調も
変化してくる。／こうした変化に即応するには，あまりにも硬直した社会党だった。
中途半端な官僚性は自立した市民運動とそこここで対立しはじめるし，日常活動の
不足が原因で団地などへの新住民の中に社会党の旗が立つなんてことはまるでない。
新興団地ができれば，そこは間違いなく社会党の空白地帯になっていった。社会党
の影響力が弱まってくるから，各議員は自分の身を守るために，従前以上にしっか
りと既成組織にしがみつく 。自分の城を守ることに精力を使っても，撃って出て勢
力を拡大しようなどとは思いもしない。それはあまりにも危険が大きく，下手に市
民運動などと関わりを持とうものなら，党や組織から文旬すらいわれかねない。
¥..1990年実施の国勢調査によると，奈良の県外就業率は32.49%と全国 1位。少なく
とも65年から年々増加している」（『朝日新聞（大阪）』 1995年11月4日朝刊・奈良
地域面）。
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「過激派」の世話なぞ桑原桑原。後援者の世話さえきちんとやっておけば安全だ。
折から激しくなる党内抗争。ウシロムキの党員でさえ理解できない論争の渦中に後
援会をまき込むなんてとんでもない。彼らは社会党の後援会じゃあないんだ，オレ
の後後会なんだ。」
「かくして，当の議員サンの選挙では動くけれど，各種選挙では全く効率の悪い
後援会ができあがる。当然のことながら，当の議員サンが引退でもすれば，後援会
も雲散霧消。社会党の影響力も同時になくなってしまうわけだ。いきおい新人議員
を立てることはまことに困難になる。少々のことには目をつぶって現職に頑張って
もらわねばならない。そして，議員も高齢化するし，後後会も新陳代謝に欠けるか
ら当然高齢化する。先細りするだけである。」
また，革新自治体の存在もこのような〈議員の個人技〉としての再選活動の道具に
なったに過ぎない， と厳しく反省される。
「革新自治体ば…••かぎりない試行錯誤を繰り返しながら……模索をかさねてき
た。当然社会党はこれを進める責任与党として，自治体が創造性を発揮して先駆的
な施策を国に先がけて大胆に提起していくバックグラウンドづくりを進めなければ
ならない立場にあった。……／しかし残念ながら，社会党は自らの体質を変えるに
いたらなかった。旧態通りの野党的体質，圧力団体的体質に浸っているのみだった
といえばいいすぎであろうか。自分の乗っている選挙基盤の中から出てくる要求を，
自治体に媒介する事が仕事だった議員にとって，革新自治体の誕生は媒介可能な事
柄が大きくなった，言いかえれば圧力団体としての力が大きくなったということに
すぎなかったのではないか。世話役活動だけとりだしていえば，共産党や公明党に
太刀打ちできようはずもない。」
そして，この現実の厳しさを肌で感じることができるように，討議参加者の「生の
声」が紹介される。社会党組織の地域における実態を知る上でたいへん興味深いものが
あるので，煩を厭わず紹介しておきたい。発言に共通するのは，社会党にとっての「地
域コミュニティー」的な支持基盤の風化あるいは欠落への危機感である。つとに指摘さ
れているように， 19世紀末から20世紀初めに中欧北欧諸国で「大衆組織政党」としての
社会民主主義政党が成立し得た要因には，工業化の本格的進行過程で形成されつつあっ
た労働者階級が工業地帯の「労働者居住地域」に集住し，彼ら家族の「揺りかごから墓
場まで」その全生活を党と系列組織が包含する（お世話する）という，地域コミュニ
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ティーあるいはミクロコスモスとしての地域政党組織が成立し得たことがあった67¥
程度は異なるとしても，戦後日本においても，部分的にはありえた（あった）このよう
な要因の風化あるいは不在が嘆かれているのである。
「那須京都府本部委員長 「えらい時に委員長を引き受けることになったと率直
に感じてます。とにかくドン底状態やからあまり大きなことも言えませんし，まあ
自分の経験を生かして，地域での日常活動をキチッとやる党風をつくることが大事
空と思ってます。地域で社会党が市民の目に見えるようにならんことには党の再生
なんてできっこありませんからね。／面白いデータがあるんですわ。私の後援会員
3000人の政党支持を調べたアンケートなんですがね。4年前は社会党支持が67パー
セントで支持政党なしは零パーセント 。それが昨年の自治体選挙時には社会党支持
は43パーセントに減り，支持政党なしが18パーセントもいるんですわ。国政選挙な
どでの社会党の得票がちょうどこのアンケート結果と一致しており， 4年前は私の
票の 7割，今度は 4割という実態を見る限りでは，決して馬鹿にしたアンケートや
ないと思うんです。／府本部の全議員に同様のアンケートを実施させ，資料づくり
にとりかかったところです。」
「「日常活動についてですが，私の選挙区である下京区は，京都の真ん中で労働
組合も少ない。そんなわけで，必要に迫られてやり始めたんですがね。選挙の前だ
けではなしに毎月 1回移動相談をやったんですわ。年12回。最初は半年間だれも来
［一所］
なかった。 1人相談に来てくれた時は嬉しくてね。1ヵ月くらいかけて一生懸命ア
フターケアーやりましたわ。まあそれからボツボツ相談も増えてきよる。交通事故
やら夫婦別れ， よろず相談ですわ。それを結果はどうあれ，やれてもやれんでも相
手が納得するまで相談にのりますんや。そのうちに，なるほどあの人は選挙目当て
でやっとるとちゃう，本当に相談に乗ってくれる人やということがロコミで広がっ
文いきよる。／最近では 2時間で10件は相談がありまんな。／ひとつひとつ徹底的
にやりますんや。結果が悪くてもええ，とにかく最後まで相談に乗ったることが大
事ですな。そんならどうなるか。たいていは謝礼も ってきはります。それをみんな
返しますんや。そのかわり『社会新報』とってもらうんです。いやとは言いません
な。半年ほどはみんなとってくれる。もっともそれから断ってきますけどね。断ら
れても別にかまへん。ちゃんと名簿はおいといて選挙のとき訪ねていく 。まず色良
67) 森本哲郎編著 『システムと変動の政治学』， 125-126, 138頁 （森本），参照。
- 159 - (1489) 
関法第64巻第 5号
い返事がありますな。その他年に 1回野菜なんかの直売会なんかもやってますけど，
要は続けるということですねや。一日だけでやめると，どんな良い事してても選挙
のためやと言われる。正しく評価されない。とにかく成果なんか考えずに続ける，
続けることが運動の基本やないかと思ってるんですわ」。」
「小山愛知県本部副委員長 「建物が直方体になってきましてね。日常活動の進
め方もいろいろ困難になってきてるんですよ。……どうしても隣近所と交流もすく
全ふなる。国鉄の公舎がいい例なんですがね。木造の時はいろいろ家族会なんかが
やられましてね。運動会やったりハイキングしたり 。組合員同士の交流も多かった
んですがね。それが鉄筋コンクリートになると，まず第一にお互いに職員でありな
がら父ちゃんが顔合せることがほとんどなくなる。同時に奥さんがパートに行った
りして昼間の交流は全くできなくなってしまう。これが実情なんてすね。国鉄の公舎
でさえこれですから，新しい団地のある所が社会党弱いんです。むしろ旧市街のほ
うには古くからの支持者がいたりして，それなりの組織がある。都市の中における
農村型政党になってきてるんですね社会党は。これが一つの問題だと思いますよ」
「和田充弘大阪市議 「……労働組合活動家が職場どまりの運動で，地域で活動
しないということが，社会党のひとつの限界になっとると思います。組合幹部や活
動家が地域居住者，中小企業者の声を日常的に聞きもしないで，国民春闘やとか，
弱者なんとか言うたかてだれが真剣に受け止めますかいな。ストライキやりやがっ
て迷惑やなんていう感情にしたって， 日常的に地域の中で組織労働者との信頼関係
ができていれば簡単に納得してもらえると思うんですわ。労働組合の幹部も寝に帰
るだけではなく，わずかなことからでも地域とのつながりを持つ努力をする，これ
が必要やと思います。」
以上のような関西地方の現場責任者の討議から引き出された今後の展望として，社会
党再生の方途を考えるにあたって，職住分離という大都市圏の実態を踏まえることの重
要性が強調され，大都市圏での地域活動および組織形成のありうる場として，活動家の
居住地ではなく，職場（生産点）を中心としつつ，その職場周辺の地域社会との連携を
強めるべきではないか，との問題提起がなされるのである。
「地域での日常活動という問題ひとつとってみても，たしかに地域を重視するこ
とは必要であろう 。政党が独自活動をおこなう現場としての地域に活動の現点を据
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えることは，それなりに理解できる。だが， しかし，これまで何年もいわれつづけ
てきたことが，なぜ十分実行されてこなかったのか。／ここでもやはり大都市とい
う地域的特性を考慮しなければならないはずだ。通勤圏が拡大するなかで，全日を
職場ですごす労働者にとって，自分たちの家はまさに寝に帰る場所であり，地域は
文字通りベッドタウンであるとしても何の不思議もない。隣家の住人と顔を合わせ
ることさえめったにない状況の中で，地域活動の活動家になりうる条件なんてほと
んどないのが現実の姿なのだ。／むしろこのような労働者にとっての「地域」とは
一日の大部分をそこで過ごす生産点の場所ではないのだろうか。生産点を起点とし
た地域社会の形成の努力。それなら可能かも知れない。そう思えるのだ。言いかえ
るならば個々の労働者が，タテ割りに分断された企業社会から意識的に脱出し，エ
場の壁を越えて，労働者相互の横のつながりをつくつていく，さらに地域の中小企
業者など諸階層の住民との関わりを強めてゆく，それが都市における地域活勤のひ
とつのスタイルではあるまいか。……」
m 55年体制の崩壊と社会党の終焉の時期—1990年代—
[ 1 ] 社会党をめぐる政治過程 （概観）
1993年7月の衆議院総選挙で自民党が大幅過半数割れを起こし，結果として政権交代
を招いたが，この過半数割れは同党からの小沢・羽田グループ，武村グループなどの離
党によって選挙前にすでに生じており，選挙自体での勢力減はわずかであった (223議
席。選挙前は230議席）。しかも依然他を圧 しての第 1党であった。これに対して社会党
ばl参敗し， 一人負けとなった (70議席。前回136議席）。
このような中で，社会党では当時の右派系執行部 （山花貞夫委員長）が中心となって，
非自民連立政権 （細川政権）への参加を決断する68)。焦点の「護憲平和主義／国際的
現実主義」問題で，政府と党の立場を使い分けるという策を取って，この問題での現実
主義化を進めることとなった。「社会党としては自衛隊の実態は違憲であると考える。
しかし内閣としては連立政権の基本合意のなかで，これまでの国の政策を継承すること
を明確にしている」 （山花前委員長＝当時・政治改革担当相の衆院予算委員会での答弁）。
そして「政治改革」という課題をともかくも成し遂げて求心力を失った細川政権が崩
壊し，後継の羽田政権もわずか 2カ月で退陣する結果となって， 94年6月，自民・社
68) 以下，この項は新川敏光 『戦後日本政治と社会民主主義』，183頁以下による。
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会・さきがけの 3党からなる連立政権が発足した。この組み合わせ自体が世論を驚かし
たが，首相に第 2党の社会党委員長村山富市が担がれたことはさらに驚きを与えた（し
かも村山は左派系である）。実に，今回の連立は前年のそれとは違って，村山によれば，
（少なくとも政権発足後は）左派グループが支えたのである69)。7月18日の衆議院本会
議での所信表明演説で，村山首相は「もとより，国民の平和と安全の確保は重要です。
私は，日米安全保障体制を堅持しつつ，自衛隊については，あくまで専守防衛に徹し，
国際情勢の変化を踏まえてそのあり方を検討し，必要最小限の防衛力整備を心がけてま
いります。（拍手）」70)と明言 し， 一挙に社会党の「非武装中立（護憲平和主義）」原則
を転換した。
10日後に開かれた中央執行委員会は村山の姿勢を追認したが， 9月の党大会（第61回
臨時全国大会）では当然ながら批判が噴出する。執行部は「首相と党委員長で政策の使
いわけはできない」「自衛隊違憲を主張するだけでは政党の使命は果たせない」（久保書
記長の発言）などと対応，結局大会は承認を与えた71)。続く第62回臨時党大会 (95年
5月）で 『95年宣言ー一新しい基本価値と政策目標』が採択されたが，それは村山首相
の所信表明演説の内容を追認するものだった72)。社会党は，最終的に「非武装中立
（護憲平和主義）からの離脱，西側同盟（国際的現実主義）の受け入れ」という，原則
にかかわるもう一つの（マルクス・レーニン主義の放棄よりも困難な）転換を成し遂げ
たのであった。
新川が強調するように．「［護憲平和主義という社会党のバックボーンの否定は］党の
存在を否定することにもなりかねず，日常的決定パターンでは不可能に近い決断であっ
た」。「党首が首相になるという「非常事態」こそが，［従来の機関中心主義の枠を超え
たトップダウンの決定方式による］護憲平和主義原則の放棄を可能にしたのである」73)0 
社会党の強い支持者のアイデンテイティーであり，また選挙での実働部隊である多く
の活動家層のアイデンテイティーであった護憲平和主義の否定， しかも党首が政党指導
者間の駆け引きの結果首相の座に就いたという「非常事態」に対する「緊急避難」的な
69) 薬師寺克行編 『村山富市回顧録』， 158頁。
70) 『衆議院会議録』第130回本会議 (1994年7月18日）。
71) 『社会党50年史』 1168-1170頁。新潟，福岡などの代議員から出された執行部原案
に対する修正案（安保条約は「堅持」ではなく「維持」とする，など）が採決に付
され，賛成152票，反対222票で否決された結果，原案が採択されたのである（同前）。
72) 『月刊社会党』 1995年 7月号， 35-40頁，所収。
73) 新川，前掲書， 192-193頁。
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対応で党内での議論を全く経ていない，という急転換は，直後の参議院選挙 (95年7
月）での社会党の惨敗をもたらした（改選41議席に対して当選16議席）。
他方で，この間，社会党内では右派を中心に，「社会民主主義」勢力の結集を目指し
て「新党構想」が模索されていた。「しかし，これが自社さ連立政権の安定化を優先す
る社会党左派などとの調整に手間取り難航している間に，連立政権の運営に不満を抱い
ていた鳩山由紀夫（さきがけ代表幹事）が新党構想を発表，市民型「ネットワーク政
党」論の立場から，「個人の決断」での参加を強く求めた。この結果，社会民主党［社
会党内での社会民主主義新党構想が難航する結果，とりあえず名称だけが96年1月に変
更された］とさきがけから多数の議員が離党し，「個人の資格」で［鳩山と菅直人によ
る］新党結成に加わることになる」74)。これが96年6月に結成された（第 1次）民主党
であるが，社会民主党は衆議院議員63名 (96年 1月）中31名が民主党に移り（他に参議
院議員 4名が移行）75), さらに同年10月の衆議院選挙で15名の当選者しか出せなかった。
ここに戦後の社会党は最終的に終わりを迎えたのである。
[2] 組織をめぐる構想—「大衆組織政党」理念から「ネットワーク型政党」理念ヘー一
それでは，この時期にあって，社会党において「組織問題」はどのような展開を見た
のだろうか。
社会党は1991年12月19日~21日開催の第58回定期全国大会に「1992年運動方針」を付
議した際に，その「付属資料」として「政権党への組織プログラムー第 1次草案ー」
（組織改革推進委員会）を付けていた76)。この時期の社会党における公式の「組織理
念」を見るうえで最適の資料であり，以下，内容をやや詳細に紹介し，その意味すると
ころを検討する。
このプログラムは，その前文にうたわれているように「国民の前に「政権を担う党」
74) 森本哲郎編著 『システムと変動の政治学』， 224頁（森本）。
75) 板垣英憲 『民主党派閥抗争史』， 49-50頁。この他，一足先に離党し「市民リー
グ」を作っていた議員が民主に参加した［山花貞夫，島崎譲，後藤茂の 3名］（同
前）。
76) この「政権党への組織プログラム」は「1992年運動方針」などとともに， 『月刊
社会党』1992年4月臨時増刊号 (440号）［日本社会党第58回定期全国大会決定集］
に収録されている (118-127頁）。以下，本稿では，煩瑣を避けるため，逐一の頁表
記は省略する。下線強調，［ ］による補足，……による省略は筆者による（本稿
の他の部分と同様）。
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への脱皮と成長を約束した」社会党が「目指すべき政権党の組織像と改革の骨格をまと
めたものである」。近い将来の政権獲得を視野に入れた「現実主義」化した政党として
の組織論が提示されているのである。前文によれば，この大会には「第 1次草案」とし
て付議され，最終的には「全党の討議をつうじて次期中央委員会で決定」されることに
なっていた（そして，実際， 92年12月21,22日開催の第70回中央委員会において正式に
決定された77))。
同プログラムは，まず「 1. 当面の党建設運動」において，さしあたっての目標と対
策を提示する。ここでも，すでに，本来の，すなわち「党支持者をできるだけ多く党員
として組織化し支持を恒常的安定的なものにする」という側面と「党の日常活動を積極
的に担う活動家を育成し組織活動を充実させる」という両面を備えた「大衆組織政党理
念」が改めて確認されている。
「1. 当面の党建設運動
1992年 1月~1993年12月末日を第一段階とする党建設を進める。第一段階は，総評
センター解散を目前にして，中・長期の展望をもった組織建設や財政活動など緊急対
策に取り組む。
(1) 党建設の目標
① 200万人の資金提供者獲得運動の展開。
② 20万党（党員 8万・協力党員12万）達成。
③ 30万社会新報達成。
④ 500万人支持者確認運動 参議院選挙における比例代表選挙のために行なわ
れる支持者署名の選挙区選挙での活用を進め，将来は中央本部のコンピューター
で一元的に管理する。
⑤ 国会議員（野党協力）過半数の擁立と勝利。自治体議員の拡大（推薦・支持を
含む），空白区の解消。
⑥ 専従者等スタッフの配置，実態調査を行ない適正な目標を設定する。
(2) 党建設の緊急課題と対策
① 党務・政務分離によるシャドーキャビネットをはじめとした党内外の総力を挙
77) 第70回中央委員会で決定された「当面の活動方針 変化・改革・断行ーー政権を
担える党へ」の「第4章 党務機構改革と党勢拡大運動」冒頭に「 1.93年は「政
権党への組織プログラム」に基づく総合的な党建設運動の第 1歩を踏み出します。
……」とある（『月刊社会党』1993年 2月号， 34頁）。
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げた政策スタッフの確保。
③ 選挙・専従者配置のための緊急かつ恒常的な資金対策，そのためのファンドの
検討や政治資金団体の設立。
⑤ 議員後援会や支持団体など，支持者組織の強化，拡大，および改革の検討。そ
のため検討委員会を設置する。
⑦ コンピューターの活用。集団的な大量の名簿管理，広域的な活用。活動の交
流・情報の提供を進めるために，全国のオンライン化を図る。」
続いて「2.わが党をめぐる特徴的な動き」において，このように《（本来の）大衆
組織政党》建設の必要性があらためて強調されねばならない所以が説明される。要する
に，自民党に代わる「政権交代可能な党」に脱皮しなくてはならないが，そのためには，
「政権党の強みを生かし，国会議員後援会を軸に……強力な組織を形成し……大衆政党
化の傾向を定着させている」自民党に対抗できるだけの「大衆政党」建設が必要だとい
うわけである。「自立した党員集団とは言えず，直ちに議会制民主主義のもとでの政党
政治の定着を促すことにはならないが，……」と一応留保を付けつつも，自民党が「大
衆政党」だということをはっきりと認めているのである78)。
さらに，その第 3項で，この政権交代可能な政党とは「社会民主主義政党」だという
ことを強調しており，結党以来の「マルクス・レーニン主義的革命原則主義対政権獲得
現実主義」の対立を引き摺って80年代に入っても（後者への方向が優位になりつつも）
なお最終的な決着が付かなかった社会党の性格規定がついに後者の方向すなわち「社会
党は社会民主主義政党である」ということでの合意が成立したことを示している。そし
て，その決定的要因として「ソビエト共産党は，自らの組織を解散し……世界各国の共
産主義政党は，解散や名称変更に雪崩をうっている……」という大状況があったことを
78) 55年体制初期，当時の自民党は理念的な「大衆組織政党」建設に （少なくとも党
本部レベルでは）かなり本気で情念を燃やしたが，その動因として「大衆組織政
党」建設でははるか先を行っているように自民党には見えた （錯覚した）当時の社
会党への危機意識があった （参照，森本哲郎編著 『システムと変動の政治学』，6-
9頁［森本］）。このことを思い起こすとき，本稿で見るような事態は今昔の感に堪
えない。
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率直に認めている。
「2. わが党をめぐる特徴的な動き
(1) ……国民は，生活と政治の安定を求め，リクルート事件や証券スキャンダルなど，
自民党政権の腐敗と横暴が目にあまる今日，わが党に政権党への脱皮と成長を期待
している。自民党の長期単独政権に終止符をうち， 日本の議会制民主主義と政党政
治定着のためには，わが党が，政権を担う党へ急速に成長しなくてはならない。
(2) 70年代後半，わが党が提唱した100万党建設運動を契機に，大衆政党化の時代に
入った79)。90年政治資金収支報告による各党の党員数は，自民党220万人，共産党
28万人，公明党21万人，民社党9万7千人，社民連4千人となっているが， 80年代
半ばからこの勢力構成にほぼ変化はない。特に，自民党は，政権党の強みを生かし，
国会議員後援会を軸に，企業，団体，地域から囲い込みを行ない，強力な組織を形
座している。しかし，自立した党員集団とは言えず，直ちに議会制民主主義のもと
79) ここで言われているように党員数を基準にして70年代後半に「大衆政党時代に
入った」というのは間違いではないが，「わが党が提唱した100万党建設運動を契機
に」ではない。自民党の200万を超えるような党員数をもたらしたのは， 1978年11
月に初めて実施された同党の総裁予備選挙によるものであった。そしてこの予備選
挙制度は社会党の「100万党建設運動」より数年早く 1974年末に当時の三木武夫総
裁が提起し77年4月の自民党大会で正式に決定されている（森本，前掲書， 12-13
頁［森本］）。また，共産党と公明党は大都市圏にほぼ限定されていたが，ある程度
の「大衆組織政党」形成を行い，それは高度経済成長期の1960年代後半から70年代
初めの時期であった。【表】を参照されたい。
【表】 1960-1990年の野党各党の党員数
1960年 1965年 1970年 1975年
社会党 5万0150 5万2159 約3万4000 約5万
杜民連＊
民社党 6万3000 2万9110 約5万 4万
公明党 約50万 10万6000 12万
共産党 n.a 約13万 約30万 30数万
＊ 社会民主連合
＊＊ 数字は下記出典での表記をそのまま掲載した。
＊＊＊ 一部を除いて各年末時点での党員数。
1980年
約5万6000
1万100
4万871
16万7000
4万
（出典） 「朝日年鑑』1961,6, 71, 76, 81, 86, 91の各年版。
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1985年 190年
7万0118 約12万7000
8000 約1万
8万8000 10万5500
18万3000 21万3000
約48万 50万人近い
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での政党政治の定着を促すことにはならないが，大衆政党化の傾向を促進させてい
全o
(3) 戦後の米ソニ極対立は終焉し， 20世紀当初から世界の共産主義運動をリードした
ソビエト共産党は，自らの組織を解散した。いま世界各国の共産主義政党は，解散
や名称変更に雪崩をうっているが，既にわが党は， 100万党建設運動を契機に，新
宣言を経て，社会民主主義政党として絶えざる組織改革を進めている。政権を担う
経験をもった世界の社会民主主義政党とともに「社会主義インター」に加盟してお
り，さらに国際的連携を強化していく 。」
次の「3. 自民党の構造とわが党の対応」では，第 1項(「(1)自民党の構造と変化」）
において，自民党について，その「組織は，いわゆる「族」「閥」「後援会」が複雑かつ
柔軟に組み合わされ，国民諸階層を包括し，利益を還元してきている」としており，
「地方の農漁村地域を主な保守地盤とし」つつも，幅広い国民的支持に支えられている
ことを，これまた率直に認めている。組織面でこれを担っているのが各議員の個人後援
会組織であることも重ねて指摘している。「基本組織は組織運営の原則を確認する程度
で，後援会が活動の基礎単位であり，実質上衆議院選挙区単位の後援会が，実権をもっ
て運営されている」と。
このように，自民党長期政権の言わば〈大衆的基盤〉の存在を率直に認めたうえで，
「農産物自由化とともに……農村の支持基盤に変化が見え始めた」と政権交代可能性の
出現に言及しつつ，「長期単独政権は……政治腐敗の構造的温床となって……この現実
に対して，国内外から批判が噴出し，議会制民主主義，政党政治の定着と政権交代の政
治システムを求める世論は，ますます大きくなっている」と述べて，政権交代の受け皿
となることが社会党の急務だとする第 2項(「(2)わが党の対応」）の議論に進んでいく 。
そこでは，まず「いま，自民党一党支配に代わる政権交代の「新しい現実」と「新し
いルール」をつくりだすことが，わが党に問われている最大の課題である」としつつ，
社会党単独での政権交代の可能性は乏しいことを大前提に，社会党を中心とする《非自
民連合》の形成（社会民主主義勢力＋その他リベラル勢力の連合形成）を強調する。
「わが党は，国民の連合を基礎に，連合政権をふつうのこととして，社会民主主義勢力
の総結集を基本に， リベラルな立場に立つ政治勢力，個人，各界各層を加えた「二大政
治勢力の緊張した対抗関係」の創出に努力している」。ここで，「二大政治勢力の緊張し
た対抗関係」とあるように， 一方に自民党，もう一方には社会党を中心とする〈社民リ
- 167 - (1497) 
関法第64巻第 5号
ベラル〉連合が，勢力を拮抗させて対峙し定期的に政権交代を行うという，いわば「疑
似二大政党制」80)の実現がイメージされていると言えよう。政治改革を求める世論への
自民党の対応が「国民に政治を近づける政治改革とはほど遠く「小選挙区制」導入によ
る保守永久政権に固執するもの」（第 1項末尾の表現）だと批判しつつ，社会党の対応
は「政党政治の定着と政権交代を目標にした国民に政治を近づける政治改革の推進」で
あるとして，選挙制度では「比例代表制を中心にした選挙制度の改革」を掲げる81)0 
以上のような前提に立って，「4. 政権を担う党の建設」「5.政権を担う党への組織
改革」「6.100万党建設運動の総括」において，党組織形成について具体的な提案がな
されるのである。明らかに，本来の意味での 〈大衆組織政党理念〉に基づく組織像が提
示されている。
「4. 政権を担う党の建設
(1) わが党の経験と政権党の条件
① わが党は……，……現実に革新自治体のもとでの政権担当の実績と経験をも っ
80) 「疑似二大政党制」とは目下のところあまり 一般化していない用語だが， 一党優
位制崩壊後のスウェーデン政党システムを説明するにあたって筆者が20年ほど前に
使い始めた用語である。「一方にはつねにかなりの相対多数を維持し，ときどきは
過半数を越えることもある大政党があり，他方に同じ組み合わせの連合を組むこと
に成功したりしなかったりするいくつかの中小政党があって，この 2つの勢力間で
政権交代が行われるというかたち。社会民主党と中規模保守諸党連合の間で [1995
[3] 
年末までの時点で] 2度政権交代を経験した［一党優位制が (-応の）終わりを迎
えた]1976年以降のスウェーデンがさしあたりそうである。日本でも自民党と非自
民連合の間でしばらくはこのかたちができる可能性もあったが，新進党の結成，自
社さ連立政権の成立でさしあたり遠のいた」と1996年3月刊行の著書で書いたのが
最初である。参照，森本哲郎「思想と利権のからみあい」， 84頁。
81) 当時の自民党における「政治改革論」の中心にいた小沢一郎の構想は「小選挙区
制」導入による「政権交代可能な二大政党制」の実現であり，その二大政党とは，
社会党の解体を前提とした新保守と旧保守の保守二大政党論であった。往時の自民
党で選挙での不振が見られたときに間歌的に登場した「小選挙区制導入論」は確か
に自民党政権の延命を図ることを至上命令としていたであろうが，この時期には，
自民党「改革派」は「政権交代のある政治」を本気で構想していたのである。「保
守永久政権に固執」とは単なるレトリックかもしれないが，このあたりの洞察力の
欠如が，この直後の自民党分裂（小沢グループなどの離党），細川非自民連立政権
への参加，そこでの選挙制度改革 （小選挙区制中心）への社会党の対応を不十分な
ものとし，同党の最終的消滅を早めることにつながったのではないだろうか。
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ている。わが党は，これらの経験を全党で共有し，地方分権の拡大を進め，国政
における政権担当の基礎を構築しなくてはならない。
ママ ママ
② 「政権を担う党へ」への第一の条件は，……政権戦略に基づいた政権構想と，
国政の進むべき基本路線と政策が示されなくてはならない［ということである］。
③ 政権を担う党への第二の条件は，選挙に候補者を擁立して，勝利することであ
る。
④ 政権を担う党への第三の条件は，総合的な組織力である。党組織は，全国津々
浦々に，各界各層を網羅した大量の党員によって構成され，支持者に支えられる。
総合的な組織力は，豊かな人材，優秀なスタッフのもとで，十分な財政・資金の
裏付けをも ってマネージメントされ，その力を発揮する。／これら 3つの条件は，
不離一体である。
(2) 党建設の新たな指標
党勢の指標は，国民的評価と党そのものの組織力の 2つに区分する。
① 第 1の国民的評価の指標は，国会・自治体議員数 （首長），得票数，得票率と
する。
② 第2の党自体の組織力の指標は，党員，資金提供者，支持者，支持協力団体，
社会新報，専従者，スタ ッフとする。
(3) 党建設の基本目標
① 2000万投票者との政策的，運動的接点。
② 1000万支持者確認運動。
③ 200万資金提供者獲得運動。
④ 100万人の党員を目指した30万人党員・協力党員拡大運動。
⑤ 50万社会新報拡大運動。
⑥ 1万人自治体議員拡大。2000人の女性議員候補の擁立。
⑦ 2000人のスタ ッフ。
(4) 党建設の新たな領域と接点
① 89年11月， 800万労働者を結集した「連合」が発足し，労働戦線の統一は一応
の完成をみた。……社会民主主義勢力の結集をつうじて連合政権を目指すわが党
にとって，連合は重要なパートナーである。……連合は，政党との関係を組織間
の関係から，政党・政治家と組合員との協力関係に変えるとしている。わが党は，
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連合に組織された労働者をはじめすべての労働者と，地域においても生活者・市
民として，積極的に連帯していく 。
② わが党は，未組織労働者，農漁民の組織化を援助し，中小企業者と連帯する。
……環境と食・緑，人権，女性の政治参加，平和など現代の諸課題に鋭い目を向
けた様々な社会集団やグループ，市民連動を生み出し，都市を中心にして多様な
ネットワークづくりが進んでいる。また，余暇活動をはじめ，若者の自主的な活
動も進んでいる。党は，これらの自立・参加型の運動と共同し連帯する。労働
者・市民・女性に支えられ，より国民的に開かれた支持基盤の形成は， 90年代最
大の目標である。
③ ……都市化と過疎化の同時進行のなかで，伝統的なコミュニティーが崩れ，新
しいコミュニティーは十分形成されていない。……党は，古き良き伝統を継承し，
自治と参加に基づく新しいコミュニティーづくりのリーダーシップを発揮し，担
域における政権を担う党の実態を急速に備えなければならない。
④ 党は，これまで経済界や業界，農林水産関係の団体とほとんど接触をもたな
かった。これからは，政権を担う決意をもって幅広く柔軟に接点をつくる。
(5) 党建設の課題
① 新しい党建設の課題は，政権を担う党へ向けた総合的，計画的なものでなくて
はならない。 政策・運動・組織を軸に，組織• 財政・機関紙を一体化させるなど，
党員・協力党員，資金提供者，支持者を全国の地域，職場，諸階層に大胆に拡大
していく 。
② 同ー選挙区に，同一政党から複数立候補する選挙制度のもとでは，過渡的措置
として，議員後援会を積極的かつ幅広く組織していく 。最近，自治体議員候補者
が減少化の傾向にある。このため，女性や高齢者などを住民の代表としておしだ
~. 金のかからない選挙を推進する。議員拡大を支持者，党員拡大とともに戦略
目標としなくてはならない，その際，党への所属を基本におきつつ推薦・支持に
よる会派の拡大と運営を柔軟に進める。
③ ……党を支持する労働組合と協力して「社会党支持労組会議」を中央・地方に
組織し，国民諸階層との連携を図る。支持団体や社会党を支持し強める会などの
支持者組織については，組織の経過や組織原理を尊重して，活動を進めながら調
整と改革を図る。
④ 国民諸階層との連携は……労組や農業，中小企業団体，生協などの市民団体・
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グループ，学者，個人の参加を進め，「社会党を支持する各界懇談会」（仮称）を
堅置する。
⑤ 特に地方で選挙や諸活動を行なうスタッフの拡大を図り，選挙区単位に議員秘
書の有効な活用を行なう 。
⑥ 財政活動の抜本的強化を図る。
1. 党員・協力党員拡大による安定した党費収入を目指し，党費制定の改革を進
める。
2. 政治資金団体の設立。
3. 国民各層からの個人献金の受け入れ。
4. 政党政治の定着を目指し，政党補助，公的補助の拡大を進める。
5. 資料頒布会の拡大，各種行事，広告，社会新報を含む事業活動の充実を図る。
6. 選挙ファンドを検討する。」
以上に引いたような総論的提案がなされていくが，繰り返しを含む，同じく総論的な
提案がさらに続く 。 5章(4)になって，ある程度具体的な各論的提言が登場する。
「5. 政権を担う党への組織改革
(1) 党活動のあり方
政治の主役は市民である。党は，市民の代理人である議員を先頭にして日常活動，
政策活動，選挙闘争，党員拡大，社会新報の拡大・集金，後援会活動を推進する。
党活動の領域と分野は，次の 3つの基本におく 。
① 地域生活型の党 党は地域に根ざし，住民の生活課題にたえず目を向け，
……諸課題をつうじて住民の日常生活のなかに入り，信頼され親しまれなくては
ならない。
② 選挙に強い党 ……選挙に候補者を擁立し勝利することは，政党の基本にか
かわることであり，すべての活動をここに収敏しなければならない。
③ 政策重視の党 ……国政においても，自治体においても，専門的な知識，能
力をもったメンバーによる調査，分析活動，政策立案のシンクタンクづくりを急
がなくてはならない。
(2) 党と党員の任務と役割
① ……先見性と総合性をもった改革のリーダーシップの発揮は，党の任務である。
② ……党は，［自立的な集団や個人からなる］運動と共同しながら，ネットワー
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クを拡大しなくてはならない。党がたえず前に立つということではなく，調整と
統合の役割と機能をもち，信頼を拡大しなくてはならない。
(3) 党活動の 2つの領域
① 党活動は，「日常の生活領域と直接の党活動の領域での活動」と 2つある。
……イベントや集会，政策づくり，党員や支持者，新報拡大など党独自の運動が
取り組まれなくてはならない。
② そこでは……個々の党員の個性や条件にみあった活動の選択を認め合い，多様
な運動を拡大しなくてはならない。
③ 自立・参加 ・分権の組織原則は党員個々の自立的参加から始まり，組織運営の
あらゆる部面に生かされなくてはならない。
(4) 党組織の機能の改革
① 党務と政務の分離 第57回臨時全国大会の決定を受け，党務と政務を分離し
政務重視の機構改革に着手した。国会対策委員長，政策審議会長を国会議員全員
の選挙で選び，政策形成と実現を進める総務会，政策活動強化のためにシャドー
キャビネット委員会（影の内閣）を発足させた。……
② 100万党の理念を継承し，党員は，総合的な活動に重点をおき，協力党員は特
質と条件を重視していく 。 しかしこの差は，入党者の選択によるもので，あらか
じめ組織が選択し決定するものではない。党員と協力党員の権利の差の解消，窒
族党員と年金党員の役割など，党員制度に検討を加える。党員の所属と活動は他
域を基礎とするが，職域も積極的に生かし，専門的党員集団の全国ネットワーク
も検討していく 。社会新報の「地方版」，「議員報」の発行と検討，支持者と社会
新報などの関係と位置付けを行ない，党員拡大と社会新報拡大など，拡大運動の
方法についても調整し合理的なものに改革していく 。……
③ 選挙区協議会の設置 ……選挙区協議会は，候補者擁立，選挙運動の推進な
ど，より 一層の機能の強化を図らなくてはならない。
④ ブロ ック制度の確立と機能の強化 党組織改革推進委員会に構成される全国
10ブロ ックの単位の活動は， 全党の合意形成のため，大きな役割を果たしてきた。
……ブロ ック独自の規約，会費，役員をおくのは九1-Hブロックのみであり……，
自立・参加・分権の党運営のため，ブロ ック制度の確立を急がなくてはならない。
⑤ 情報化とシステム化 党員管理を中心にコンピューター化を進めなければな
らない。
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⑥ これらの改革を推進していくためには，……専門家を計画的に育成し，配置し
なくてはならない。党務・政務機構の改革と併せたスタッフの配置，統一雇用基
準などに基づく地方との人事交流をはじめとした一貫した人事政策を早急に確立
する。」
このように，党組織形成に関する概ね総論的な基本構想を提起した後，最後の章で，
本来の《大衆組織政党理念》が公式に党全体の基本方針となった1970年代末以降の実績
(「100万党建設運動」の実績）が総括されるのである。本文書 (5-(4}--2)でも明記
されているように，ここで提唱されている党組織建設は「100万党の理念を継承」する
ものとしている以上，必要な総括であろう 。また，この10年余の期間における社会党の
組織の実態を垣間見るうえで興味深い総括である。
そこでは，党員数が増えたこと，その大きな部分を協力党員数の増加が占めているこ
とが「100万党建設運動，新100万党建設運動」（という《（本来の）大衆組織政党》理念
に基づく組織形成運動）の成果として強調されている。同時に，職業構成比の変化は少
ない反面（労働者中心の持続），女性と青年層の構成比は拡大したことが強調される。
あわせて「100万党建設運動」「新100万党建設運動」において《支持者をできるだけ多
＜党員として組織する〉ために取られた具体的方策が記されていて興味深い。
他方で，《活動家を育成し組織活動を充実させる〉という《大衆組織政党理念》のも
う一つの側面については，逆に成果が上がっていない，それどころか後退していること
をはっきりと認めている。国政選挙・地方選挙での退潮の持続がその反映であることも
認めており，「100万人の量的拡大で質を変えようとした目標と現実には大きな隔たり」
があるとし，「総合的にみて全党が改革と前進の道を歩んでいるとはいえず」と率直で
ある。
その要因として，「100万党建設」という《大衆組織政党理念〉に立った党組織形成方
針に対する「古い思考と観念にとらわれ」た抵抗感の存在，関連して「社会民主主義政
党の組織像を大胆に提示できなかった」こと，さらに一般にみられる「政党アレル
ギー」に打ち勝てるだけの「わが党の政治的，組織的迫力が欠けていたこと」が挙げら
れて，率直に反省される82)。そして，この率直な反省の背後には，総評の最終的解散
82) ここで「古い思考と観念にとらわれ」と言われ，また「社会民主主義政党の組織
像を大胆に提示できなかった」と言われているのは， 1960年代から70年代にかけて
社会党の組織論を支配した，《活動家中心の党》を一面的に強調した（そして《社
会主義革命政党＝前衛党》組織論とも重なる）組織論の影響が残っていたことを／
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(89年11月の「連合」発足後も過渡的に置かれていた「総評センター」の解散）を目前
に控えた社会党指導部の危機感があることもはっきりと記されている。
このような総括を踏まえつつ，本文書の締め括りとして「100万党建設運動の理念の
継承発展」がうたわれる。
「6. 100万党建設連動の総括
(1) 運動の経過と組織改革の展開
① 100万党建設運動が開始された1979年 1月から90年12月末までの11年間，党員
は総計で4万3千512人から13万139人となり， 8万6千627人が拡大した。1979
年 1月から87年12月末日までの100万党建設運動の期間 3万3千661人が拡大した。
新100万党建設運動として再出発をした88年 1月以降の拡大は， 5万2千966人で
ある。特に協力党員制度導入と併せて展開された新100万党建設運動によって協
力党員が， 5万 1千306人を占めたことは，制度導入の成果をはっきりとみるこ
とができる。
② これを党員構成でみると，労働者に対する諸階層の比率は13.43% (79年 1月），
10.3% (87年 9月）， 13.23% (90年12月）と変化は少ない。男女の構成比では，
3. 7% (79年 1月）から15.5% (90年12月）と，女性の比率は着実に拡大してい
る。青年党員 (35歳以下）は，党員12.1% (89年 2月）から，党員10.01%, 協
力党員18.01 % (90年12月）と変化するなど，「国民諸階層の党」に向かった体質
の改善がわずかながら進んでいる。
③ 100万党建設運動の展開にあたっては，入党条件の緩和，家族党員制度の導入，
画ー的任務付与の改善，党費の軽減と，義務カンパの廃止，集団加入制の採用，
さらに暫定措置としての議員支部，広域総支部・支部の設置，女性党員に関する
特別措置など柔軟な運営上の改革を進めた。新100万党建設運動の推進では，民
主集中制から「合意と統合」の組織原則に改め，協力党員制度の導入，女性党員
に関する特別措置，年齢別段階別党費制度の導人，組織機構と機能，運営の柔軟
＼指しているのは，本文書の最終章「 6一{3)-①」に「100万党建設運動は，……党
組織の体質• 原理を自己改革していく運動として提起された。そのための第一は，
「党と国民の関係を問い直し，オールマイティーの党が大衆運動や国民の中にフラ
クションをつうじて指導する」といった思考方法や態度を改め……，国民のだれも
が，党への「主体的参加を保障された党」へと改革することであった」．と明記さ
れていることからも明らかである。
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な改革を着実に推進した。
(2) 運動の反省と総括
① しかし党員拡大が進んだ半面，専従者が564人 (83年6月）， 476人 (87年6月），
451人 (91年 9月）と減少している。社会新報も最高時33万 2千部 (83年 1月）
から26万7千部 (87年 8月） 24万 2千345部 (91年 9月）と減少していることも
厳しく受け止めなくてはならない。
② 党勢の国民的評価となる得票と議席，得票率を見ると， 58年 5月衆議院の議席
166 (得票数1300万，得票率32.9%) を最高として79年10月の議席107(得票数l
千64万，得票率19.7%), 86年のダブル選挙では，議席85(得票数 1千41万，得
票率17.2%) と減少を続け， 89年の参議院選挙で 2千万の得票を得て与野党逆転
を果たすまで長期低落は続いた。統一自治体選挙（県議）では， 79年・候補者
(87年］
623人，当選者379人， 83年・候補者554人，当選者327人， 86年・候補者572人，
当選者505人（推薦者も含む）， 91年・候補者700人，当選者425人となっている。
これらは，党の政治的影響力，そして党そのものの組織力の反映としてみること
ができる。
③ このように100万党建設運動は，この11年間で，量的には約 3倍増となったも
のの100万人の量的拡大で質を変えようとした目標と現実には大きな隔たりがあ
ゑ。県段階でも100万党達成率で30万党を達成した鳥取県の他，福島，長野，福
井，島根，福岡，大分，宮崎，熊本の 8県が20万党を達成したにすぎない。量的
に1万人を達成しているのは大阪のみである。地域で100万党を達成したのは，
福岡の田川，中間，直鞍総支部，熊本の天草総支部があり，協力党員制度を生か
した党拡に成功し，選挙や党活動に大きく貢献している。しかし社会新報の拡大
や専従体制，地域生活型の党活動の創造，市や町づくりの構想をもった政策重視
の活動，自立・参加・分権の原則に基づく柔軟な党運営と日常活動，財政基盤を
もった自前の党＝選挙に勝てる党づくりなど，総合的にみて全党が改革と前進の
道を歩んでいるとはいえず，先進県や総支部が全国の活動を牽引したとみなけれ
ばならない。
④ その主な要因は，第一に総合的な改革と建設を着実に推進できなかったこと，
第二には，古い思考と観念にとらわれ，危機感に燃えた全党一丸の党勢拡大運動
を推進できなかったこと，第三は，社会民主主義政党の組織像を大胆に提示でき
なかったことなどを挙げることができる。また政党アレルギーなど入党を阻む要
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固を見逃すことはできない。それは，「自由を拘束される」「献身と義務を強いら
れる」「党費が高い」「日本的政治風土・管理社会の規制の下で政治色を嫌うなど
の伝統と慣習」であるが，政権の外にあるわが党の政治的，組織的迫力が欠けて
いたことにつきる。
⑤ 社会党・総評ブロックは，総評センター解散を目前にひかえ，党建設の積み上
げをはるかに超えるスピードで加速的に流動化している。社会党が総評を政治的
に代表し，平和運動，地域生活運動を共同で闘い，選挙闘争などで総評に組織
的・財政的に支えられてきた時代は終わろうとしている。社会民主主義勢力の結
集を目指し，連合との協力関係を新しく創出する努力を続けながらも，支持基盤
の流動化に伴う運動，組織，財政の空白を生み出してはならない。
(3) 100万党建設運動の理念の継承発展
① 100万党建設運動は，当時の飛鳥田委員長から，それまでの党勢拡大の単なる
延長としてではなく，新しい社会主義政党の組織と活動の規範をつくりだし，堂
組織の体質・原理を自己改革していく運動として提起された。そのための第一は，
「党と国民の関係を問い直し，オールマイティーの党が大衆運動や国民の中にフ
ラクションをつうじて指導する」といった思考方法や態度を改め，党を「国民に
開かれた党」「国民共有財産の党」とするために，国民のだれもが，党への「主
体的参加を保障された党」へと改革することであった。改革の第二は，党を「共
同戦線的党」としてきたイデオロギー的共存の現実に加え，「勤労国民統合の党」
としたことであった。改革の第三は，政権を担う党へ脱皮するために，早急に
「100万人の党」を目指そうとする構想である。
② 100万党建設運動の理念と体系は，日本における社会民主主義的政党組織論と
しては，画期的であり，その後86年の第50回全国大会で決定した「新宣言」で改
めて党の性格を「勤労国民すべてに開かれた国民の党」と規定され，継承されて
いる。」
以上に検討を加えてきた「政権党への組織プログラム」は， 1992年12月21-22日開催
の第70回中央委員会で採択され，あわせてその実行手順を提示 した「政権党への組織プ
ログラムにもとづく党組織改革と建設の運動について」が決定された。この中央委員会
で採択された「当面の活動方針 変化・改革・断行ーー政権を担える党へ」83)の「第 4
章 党務機構改革と党勢拡大運動」は「 1. 93年は「政権党への組織プログラム」に基
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づく総合的な党建設運動の第 1歩を踏み出します」として，「2000万支持者の信頼回復
を図るために，……新たに500万人の支持者名簿づくり， 200万人の共同者（資金提供
者）づくり運動を展開します。これまで進めてきた党員・協力党員拡大運動は，党員10
万人，協力党員12万人を拡大目標にして展開します。「機関紙誌拡大推進委員会」を中
心に，社会新報25万部達成をめざし，あわせて一層の紙誌面改革をすすめます。……」
などとされていた。
年が明けて翌1993年。同年 7月の衆議院総選挙での事実上の「一人負け」とその後の
非自民連立政権（細川政権）への参加，衆議院選挙制度改革（小選挙区比例代表並立制
導入）への政権内の合意形成という政治過程の大きな変動に翻弄されつつあったなかで，
社会党は同年 9月25日に第60回定期全国大会を開催した。「党組織づくり」についても，
この大きな変動との調整が必要となったことから，「「政権党への組織プログラムにもと
づく党組織改革と建設の運動について」の扱いについて」84)が付議された。そこでは，
組織問題についての調整の必要性が説明された後，「政権党への組織プログラム」と関
連文書の位置付けが確認される。決定された「プログラム」の具体的実施の着手に向け
ての党内合意の形成に（実に社会党らしく）時間を要している間に政治過程は急速な展
開を見せて，「プログラム」の再検討が必要になったことが率直に表明される。結局
「政権党への組織プログラム」そのものは「過去の文書」とする，とされるのだが，そ
こでの基本構想すなわち「100万党の理念」（本来の《大衆組織政党理念〉）は堅持する
方向が明示されるのである。
「1. はじめに
党は，政治改革をメインテーマにして誕生した細川連立政権を構成することによっ
て， 日本の議会制民主主義の前進と新たな政党政治の創出のために重大な責任を負う
ことになりました。政権与党の合意の基礎となった小選挙区比例代表並立制の選挙制
度をはじめとした政治改革の方向は，わが党はもとより日本の政党組織の将来を大き
く変えることは必至であります。これらの政治システムに対応したわが党組織の改革
をはじめ，これまでの党建設と改革の構想，展開について調整を行ない，改めて全党
の合意を早急に行わなくてはなりません。
このため本大会には，……調整すべき課題を提起し，次期機関会議までに方針を確
83) 『月刊社会党』1993年2月号， 24-35頁，所収。
84) 『月刊社会党』 1993年11月号， 64-66頁，所収。
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立します。とくに昨年12月第70回中央委員会において「政権党への組織プログラム」
を決定し，政権党の組織像・社会民主主義政党組織像を示しました。この党組織改革
と建設の構想は， 1979年 1月1日より 12年間継続展開してきた100万党建設運動に代
わる新たなものとして提起されたものです。さらに当面の党組織改革と建設の運動を
補強して「政権党への組織プログラムにもとづく党組織改革と建設の運動について」
も同時に決定し， 93年 7月1日のスタートをめざしてさらに全党討議をすすめる，と
しておりました。 しかし政治改革の動向，党内合意のための時間を必要としたことな
どから， 全国一斉スタートとならず，ここで改めて新たな党組織改革と建設構想の扱
いや課題について提起します。
2. 「政権党への組織プログラム」の扱いについて
(1) 「政権党への組織プログラム」はすでに連立政権が実現したことによりタイト
ル自体も現実にそぐわないものとなったため，過去の文書とする。
(2) 新しい党組織改革と建設の運動に引き継ぐとした100万党の理念や，新しい党
建設の目標は未達成というよりこれからの課題として存在している。従ってこれ
らの課題や目標を精査しつつ，全党討議に付され，実施を延期されていた「政権
党への組織プログラムにもとづく党組織改革と建設の運動について」を新たな状
況に合わせて発展させた方針を次期機関会議に向けて作成する。
(4) ……とくに小選挙区比例代表並立制を想定した改革とする。
3. 検討と調整の課題
(2) 党建設の目標
① 500万人の支持者名簿づくり 小選挙区単位の運動とし，機関で管理する。
② 200万人の共同者づくり 政治資金団体構想との関係を明確にしたうえで方
針の具体化をはかる
麟 については継承する。
③ 党員22万人（党員10万・協力党員12万），社会新報30万部，専従者について
は，検討を加える。
(3) 党建設の期間
(4) 政権参加のメリ ットを組織拡大に生かす
(5) 選挙制度改革に対応しうる組織体制の検討をすすめる
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(6) 共同者づくりの検討をすすめる
(7) 財政活動を全党的に強化する
(8) 機関紙誌の改革 …… 」
年明けの1994年 1月11日-12日に第60回大会（続開大会）が持たれ，第 1号議案付属
資料I 「政治改革にともなう党組織改革要綱」85)が提出 (94年 5月28-29日の第71回中
央委員会で採択）されたが，そこでも「私たちは，「国民に開かれた党」「国民共有の財
産」の100万党理念をこれまでのように継承発展させ」と明記されていたように（同文
書 1-(3)), 政界・政党再編が始まりつつあったこの時期においても，社会党における
公式の組織理念は 〈（本来の）大衆組織政党理念》を引き継ぐものだったと言えよう 。
同文書の最終章はこの点をより具体的に記している。
「7.組織改革と新たな党建設運動
(2) ……党員，協力党員の拡大， 500万人支持者名簿づくり， 200万人の共同者づく
]については，党員制度の改革とあわせ，「選挙区社会党」ネットワークの活動
に関係づけながら推進します。
(3) 当面は，党員22万人（党員10万人・協力党員12万人），社会新報30万部の拡大
目標を全国統一目標とし，とくに党組織改革の移行期間において，組織整備の過
程で減少を防ぐとともに，県段階で独自の目標を設定し，拡大をすすめます。
・・・」
しかしながら政治過程はさらに大きな変動を続け1994年6月には非自民連立政権に代
わって自民・社会・さきがけの連立政権が社会党村山富市委員長を首相として発足する。
党の基本原則についての一挙的な転換が行われたことはすでに述べたところだが，組織
問題についても，この過程で大きな変動がみられる。1995年3月16日開催の社会党中央
執行委員会で承認された，新党問題検討委員会（井上一成委員長）の中間報告「わが党
の新党づくりに対する基本態度」86)は，以下に見るように，《ネットワーク型政党》を
唱っていたのである。
「4.新党の政策理念と組織モデル
(2) 新政党の組織モデルは，永田町や中央レベルの縦型の政治組織に偏重せず，党
85) 『月刊社会党』1994年5月増刊号， 105-108頁，所収。
86) 『月刊社会党』 1995年5月号， 101-103頁，所収。
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員や議員の誓約集団でもなく，「分権と参加」を基本としたネットワーク型の政
裳である。新党はそのネットワークの中核となって，政策の基本方針あるいは政
策のガイドラインを提示して，それを軸に地方議員グループやローカル政党，労
働組合や市民組織を横につなぐ政策契約型の政党であることが望ましい。個別の
政策における「党議拘束」の是非についても「参加と分権」の組織形態と関連さ
せて検討されるべきである。
(3) そうした組織形態と合わせて，政策的には組織のルートに加え，高度情報化時
代に生きる政党として，ファックス通信やパソコンの電子メールなどの活用によ
る政策分野のネットワークを全国につくりあげ，広範な市民参加による包括政党
でありたい。」
ここに至って，ついに〈大衆組織政党理念》は捨てられたのである。これをもたらし
たのは，小沢一郎などをキーパーソンとする「保守勢力」主導の政界再絹・政党再絹と
いう政治過程の大変動に直面して，慌ただしくも，「政界再編の第 3極として「民主リ
ベラル」の新党をつくること」「新党は新しい党としてつくられ，単なる社会党の党名
変更や看板塗り替えではないこと」87)を目標として発想されつつあった，新党構想の登
場である。先の中間報告は言う。
「3.民主主義・リベラル新党の成立基盤
(1) 新旧保守二大政党の支持率は40%から45%である。しかし，わが国の政党の消
長と政治を左右しているのは， 40%から50%にのぼる支持政党なしの有権者層で
ある。この広大な市場を開拓し，政治参加を促し，議会制民主主義の健全な発展
を図ることが，新しい政治勢力の責務となる。このためには，新旧保守勢力内の
ハト派ーリベラル層にもウィングを広げることのできる寛容な市民政党であるこ
とが望ましい。
(2) しかし，それだけでは不十分である。新党は「永田町の論理」と既成政党の枠
組みを超え，連合や生活協同組合など市民組織，未組織のサラリーマン，地方議
員グループやローカル政党， リベラルな学識経験者や自治体首長，若い世代や女
性の参画を求め，この人たちとの協同作業によって，大きな広がりを持つ基盤を
つくる。」88)
87) 上記中間報告「わが党の新党づくりに対する基本態度」掲載ページでの解説文の
表現（『月刊社会党』 1995年5月号， 103頁）。
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もっとも，安保防衛問題に関する基本方針の転回の場合とは違って，これは党員・活
動家・熱心な支持者を混乱させる唐突な転回ではないだろう 。次項で紹介する，社会党
の数少ない若手活動家の声には，〈大衆組織政党〉理念による政党組織ではなく，〈ネッ
トワーク型政党〉への志向が，微妙な陰影を伴いつつもはっきりと見て取れるからであ
る89)。
[3] 社会党終焉期の党下部組織の実態
社会党終焉期 (1990年代）の同党下部組織の実態について，本節で紹介するのは， ま
ず労働組合による安定した支持基盤を持たない大都市圏の地方議員がどのような活動に
よって支持を調達しているか，についての当事者の証言である。ここから見て取れるの
は，党所属議員の労多い活動が個人技にとどまり，党としての活動に繋がっていない，
という 1980年頃にも指摘されていた実態である。当然ながら，当該議員が引退した後に
党としての支持基盤が残るわけではない。これに続いて紹介するのが，そのような前途
のはっきりしない社会党において活動する，多いとは言えない，若手活動家の証言であ
る。
(1) 大都市圏の都道府県議 l人区で当選している社会党議員の活動
『月刊社会党』 1994年2月号に「一人区の選挙で勝つ 道府県議員の実践経験から」
という小特集記事があり，北海道議会議員（檜山支庁），長野県議会議員（駒ケ根市），
大阪府会議員（大阪市此花区）の 3議員の日常活動が当事者の談話記事という形で紹介
されている。衆議院選挙制度改革による小選挙区導入に伴い，「一人区で勝つ，あるい
は一人区で勝っている， ということは， どういうことなのか。そんな問題意識にかられ
て」持たれた企画である（この当時，都道府県議会議員の選挙区で一人区は 465あり，
このうち社会党公認議員は13人）90)。ここでは，社会党の組織をめぐる問題が集約され
ている大都市圏の例として，大阪府議の事例を取り上げたい91)。紹介されているのは，
大阪市此花区選挙区選出の隅田康男・大阪府議 (1927年佐賀県生まれ，当時3期目）で
88) ここで言われている「新旧保守二大政党」とは，新進党と自民党を指す。
89) 「座談会 若手活動家が語る社会党」 『月刊社会党』1994年6月号。
90) 『月刊社会党』1994年 2月号， 86頁。
91) 以下， 『月刊社会党』1994年 2月号， 95-98頁。煩瑣を避けるため逐一の頁表記は
省略。なお本稿の他の引用文と同じく，下線部強調は筆者，［ ］は筆者による補
足，……は籠者による省略を示す。
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ある。名古屋の工学校卒業後，兵役を経て戦後，住友電気工業（此花区）入社 (69年退
職）。この間，同社大阪労組執行委員，書記長。1946年社会党入党。67年から府議選に
立候補， 83年 (5回目）初当選。「住友電気工業在職中から中小企業対策に興味をもち，
同社退職と同時に社会保険労務士の資格をとり，此花中小企業労務協会を設立。……府
下の社労士会会長として中小企業の発展に寄与している」と紹介されているように，労
組活動出身者ではあるが，出身労働組合の組織票に依拠した議員ではない。選挙区の此
花区は「大阪湾に隣接し，住友金属・住友電工・住友化学・汽車製造・日立造船・大阪
瓦斯の「西六社」と称せられる大工業をはじめ市内随一の重化学地帯」ではあるが，基
本的には，このような「大工業はあるものの，主として居住地中心の零細企業の街だ」
と紹介されている地域である92)。当選のためには「中小零細企業対策」が必須なので
ある。また当地は「戦前の労働運動発祥地としても知られ，故西尾末広氏の選挙区でも
あった」とあるように，民社党の強い地域であり，隅田議員の言葉を借りれば「最初に
挑戦した相手は，西尾末広さんの子分で，……府議会議長や民社の中執もした強いひ
と」で，この強力な現職が亡くなった後の 4回目の選挙が「勝負のとき」となった。民
社の後継候補，共産候補との三つ巴の結果，全くの僅差で共産候補に敗れた。以後の選
挙は「共産党との一騎打ち」だという。自民党などの出る幕はない，という地域である。
それでは，このような特色を持った地域で社会党公認の隅田議員はどのような活動を
行っていたのだろうか。議員の証言を聞いてみよう 。
「ワタシがこの仕事を始めて，それまで民社の人たちが入っていた商店街や中小
企業の人たちの地図を，少しずつ塗り替え，いまではすっかり私の選挙は中小企業
者が中心部隊なんです，と言い切れるまでになっております。／それというのも，
たとえば，旭町市場の協同組合化や，……主な商店街の美化運動に協力したり，中
小企業協同組合を組織して共同仕入れを成功させたりしたからですね。／こういう
ことは，ほんとに数え切れないほどやってまん。……阪神が大きなマンションを建
て，その二階にでっかい美容室を開こうとしたが，その際にも，町場のパーマ屋さ
んを守るためにワタシどもが間にはいって値段や営業時間などの協定をつけること
もやりました。昨年は大型スーパーの進出を阻止することもできました。まあ，他
の地域では，自民党がやっていることを社会党がやっている，ということでん
92) 現在ではユニヴァーサル・スタジオ・ジャパン (USJ) の所在地として有名であ
ろう 。
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な93)。」
「もちろん，後援会もやってます。会員は4200人ぐらい。特別に資金後援会はつ
くっておりまへん。クリーニング，宅建，メガネ，書店……そういう業者が，選挙
になると協力してくれます。社会党は嫌やけど，あのおっさんやったら，社会党に
協力しようか， というよな活動を日頃からやってます。だから，何かあるときにい
ただくという格好です。
会員は登録方式ですが，会費は行事のつど実費負担で， という形です。年間 7回
ぐらいのイベントをやりますが，そのつど実費と祝俄をいただき，持ち出しなしの
少しずつ黒字です。イベントは，①世話人を中心とする新年会 ②4月にバス 7
-10台でやる一泊旅行， 93年は長野の善光寺などへ行きました ③5月は中小企業
者の若い人120人ぐらいとゴルフコンペ ④7月下旬にバス 6-8台で婦人部の日
帰り旅行 ⑤8月は盆踊りで此花公園を借り切り2000人ぐらいの人が集まって盛大
にやります ⑥ 11月にまたゴルフコンペ ⑦ 12月は忘年会で閉める，という感じ。
現在の形になったのは，初当選してからでんな。
それと， 一般質問や委員会質問をしたら，そのつど必ず全国紙4紙を使って新聞
折り込みで全戸配布をやりますし，ソフトボール，子ども会，パレードなど，含合
には必ず顔を出します。日曜日がいちばん忙しいでっせ。
当選するまでは自分で徹底的に回りましたが，いまは，仕事ができませんので，
そんなに回りませんが……。選挙は，あいつは強い，かなわん，と思わせるような，
これも徹底したムード選挙をやってます。朝立ち，夕立ち，街頭，ビラ投げ込み…，
100-200人の桃太郎旗部隊でハデにやりまんがな。自転車部隊も自動車部隊もやり
ます。
最後の仕上げは女性部隊でんな。ワーワーとお祭りみたいにやります。ツブシは
事前に労組部隊を中心にやります。4200人の後援会員に，起きろうや，起きろうや，
選挙やで，選挙やで， と声かけながら…ね。」
「一人区で勝つ，ということは，ワタシの経験で言うと，特定の人と仲ようなら
んことですわ。たとえ反対の人と分かっていても相談ごとに誠実に対処すること，
93) と同時に，共産党もやっていることでもある。「弱者」防衛の「護民官活動」で
ある。自民党，社会党との違いは，この 2党ではこれらが議員の個人活動なのに対
して，共産党の場合は，党組織としての活動になっていることである。
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そして気安う付き合いができることですわ。それと，みんなと同じことして，家
だって小さい家に住んで，同じように生活して，親近感をもって，みんなに付き
合ってもらえる一ーそんなとこじゃないですか。／「スミダの社会党はちゃう」と
言いますがな。難しいこと言わん。することは社会党らしいことをしているけど，
そんなことは口では絶対に言いません。とくに社会党は中小企業関係に弱いでしょ
う。それがワタシの場合にはありますからね。年金問題，労働問題，労務管理…ど
れも専門家で，あのおっちゃんのところへいったら，なんでもやってくれる，労働
組合がむちゃくちゃ言ったら，ちゃうぜ，と言ってくれる。自分の仲間だからと
いってえこひいきしない。労働組合にも「いかんことはいかん」言いますから
ね。」
こうした精力的な議員個人の日常活動の結果，大阪府議会選挙・此花区選挙区（定数
1名）では，隅田議員は以下に見るように安定した得票数を侮回維持し当選を重ねるこ
とができた。1991年4月府議選では，隅田議員は 1万8765票で当選（社会党公認。もう
1人の候補者＝共産党公認は 1万1218票）。95年 4月府議選では， 1万8806票で当選
（社会党公認。もう 1人の候補者＝共産党公認は 1万38票）。民主党結成後も，隅田議員
は社会民主党に残り（社民党府連代表）， 99年4月府議選では， 1万5413票で当選（社
会民主党公認。今回は他に 2人の候補者があり，次点の共産党公認候補は9143票， 3位
の無所属候補は6174票だった）。続く 2003年4月府議選では， 1万5496票で当選（社会
民主党公認。もう 1人の候補者＝共産党公認は 1万559票）94)。
このような安定した支持基盤を維持して 6期連続当選を重ねていた隅田議員も2007年
府議選時点で79歳を迎えて引退することとなった95)。「その後を受けて民主，社民推薦
で藤田［康代 (32歳）］が［無所属で］立つが，支持層をうまく引き継げるかが課題
だ」96)と注目選挙区として『朝日新聞』が解説したとおり，結果は候補者3名中，大差
の最下位で得票数はわずか3457票にすぎず落選した（当選は自民党公認候補で 1万94票，
94) 『朝日新聞』（大阪） 1991年4月8日朝刊， 1995年4月10日朝刊， 1999年4月12日
朝刊， 2003年4月14日朝刊。大阪府選挙管理委員会『統一地方選挙結果調』（各選
挙執行年版）
95) 隅田議員は府議を退いた後も社民党大阪府連代表として2010年2月に交代するま
で活動を続けている。この時82歳だった（『朝日新聞』（大阪） 2010年 2月14日朝
刊）。人材が枯渇していたのであろう 。
96) 『朝日新聞』（大阪） 2007年3月14日朝刊。
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次点は共産党公認候補で9637票）97)。隅田議員の安定した支持基盤は「党の基盤」では
なく，隅田議員「個人の基盤」だったことがあまりにも明白に示されたのである。
(2) 地域組織で活動する「若手活動家」の証言（大都市圏および地方中心都市の事例）
次に紹介するのは，『月刊社会党』 1994年6月号掲載の「座談会：若手活動家が語る
社会党」98)での出席者の率直な発言にみられる，当時の社会党の地域組織の実態である。
司会は社会党中央本部青少年局長（片岡正英），出席者は神奈川県議会議員（勝野健治），
東京都大田総支部所属（鈴木智），世田谷総支部所属（松尾直樹），旭川市議会議員（三
井章子）の 4名。なお，編集部員 2名と青少年局職員 1名も同席発言している。出席者
の分布は首都圏3名と地方中心都市 1名で「大都市圏」での実態報告が中心である。
党員数の少ない社会党だが，とりわけ青年層の数が少ないことがまず嘆かれている。
一般的に政治的無関心が拡がっていると言われる若者をどのように引き付けるのか，現
場での苦労話を紹介しつつ率直な意見が交わされる。
「片岡正英（司会） ……／現在，社会党は党員 8万人，協力党員が5万人と言
われています。ところが30代以下の青年党員の比率は極めて低くて，約3000人しか
いないという状況です。これは社会党だけの問題ではなく，どこの党も青年層との
接点づくりで苦労していると聞いています。……」
「勝野健治［神奈川県議］ 私は神奈川で県会議員をしています。県議会のなか
では一番若い年代で，当選3年目の 1期生です。すでに36歳ですから青年という年
97) 『朝日新聞』（大阪） 2007年4月9日朝刊。当選した自民党候補者は，前回は吹田
市選挙区から立候補落選したのだが，「候補者擁立を目指す自民党此花区支部の要
請を受け，選挙区を変えて立候補した」もの（同紙， 2007年3月14日朝刊）。長年，
社会・共産という伝統的左翼政党の候補者のみだった「工業地帯」の此花区選挙区
で，久々に候補を立てた自民党が議席を奪ったことは，地域政治から日本の政党シ
ステムの変化を考えるうえで大変興味深い。この自民党府議はその後「大阪維新の
会」に移り， 2011年府議選（候補者3名）では維新公認で出馬当選している (1万
3590票）。次点は共産党公認候補で 1万265票，最下位は民主党公認（社民・国民新
推薦）候補で3151票に過ぎなかった（『朝日新聞』（大阪） 2011年4月11日朝刊）。
隅田議員のあの支持基盤はどこへ行ってしまったのだろうか，と言いたくなる数字
ではある。
98) 『月刊社会党』 1994年6月号， 74-92頁。煩瑣を避けるため，逐一の頁数表記は省
略している。なお，座談会は同年4月17日実施。
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齢でもないのですが，社会党の尺度ではまだ青年に入るかもしれません。党員に
なって15年になります。
いま党県本部の教宣局長も務めていますが，青年の政治的無関心は神奈川でも同
じです。政治に限らず，組織に所属すること自体を非常に敬遠しているのではない
かと感じています。私の 3年間の活動を通しても，後援会の組織に残るのは年配の
方が多い。若い人で私に共鳴して活動してくれる方もいるのですが，組織の一員と
して動くことはほとんどありません。……／いま，社会党の支持率は非常に落ち込
んでいますが，それ以上に支持者の高齢化は深刻な問題です。若い人たちとどうつ
ながっていくのかが，わが党の最大のテーマだと思っています。」
「鈴木 智［東京都大田総支部］ 私は東京の大田総支部で活動しています。民
間の会社で働くサラリーマンです。……ちょうど土井委員長のころの入党です。
区議会議員を抱えた支部で書記長をしていますが，表に出た活動は十分にはでき
ていません。机の上でカンカンガクガクというだけでなく，一歩前に出て地域に溶
け込むような活動ができればと思っています。私も党に入って 3年になり，ようや
く意思疎通ができるようになってきたので，地道な活動の積み上げのなかから社会
党に対する関しをもっと広げていきたいと考えています。いまはアースデイの企画
を成功させるために頑張っています。……」
「松尾直樹［東京都世田谷総支部］ 世田谷区からまいりました。ぼくは全くの
ヒラ党員で， 92年の入党です。仕事は福祉施設の指導員をしています。バスで区内
を回ってお年寄りをお預かりして，寝たきりの方から重度の痴呆の方までいろいろ
なお年寄りと一緒に， レクリエーションをしたり，食事をしたり，入浴をしたり，
そういう仕事をしています。……
ところが， 当時20代の党員が世田谷総支部にはゼロでしたので，これは何とかし
なきゃいけないと思いました。地域の総支部は本当にだらしない。何もしないから，
若い人もますます参加したがらなくなる。何かしなくてはということで「青年党員
会議」というものをはじめました。最初は20代は私 1人で30代の人 5, 6人とやっ
ていたのですが， 2年目になって，ついこの間ですが24歳の方が協力党員になって
くれた。もう 1人， 28歳の人が入ってくれそうなんで，やっと 3人になるなあと喜
んでいます。
ぼくは『社会新報』 も配って集金をしてと，いろいろやっていますが，地域の活
動は本当に停滞しています。世田谷では「総支部情報」という冊子を毎月つくつて
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いるのですが， 23区のほかの総支部から「世田谷はすごいねえ」と言われます。最
初は喜んでいましたが，良く考えたらほかではやっていないということで，それで
はちょっと困るなあと（笑）。
2月には総支部でシンポジウムを開いて， 1部では姜尚中さんをお呼びして話を
聞き， 2部では若い人だけでパネルデイスカッションをやりました。私が世田谷代
表で，中央本部の書記局の方と，渋谷区議の芦沢さんという28歳の方をお呼びしま
した。ほかの総支部の人にも来ていただいて，交流も広がり，よかったと思います。
そういう当たり前の地域活動が社会党には欠けていたのではないか。世田谷では，
成人式でビラまきをして訴えたりもして，徐々にではありますけれども，社会党の
存在が見えてきたかなというところです。」
「三井章子［旭川市議会議員］ 北海道の人口36万人の都市，旭川からやってま
いりました。市議会議員をしていて社会党の会派に入れていただいていますが，党
員ではありません。91年の統ー選挙で当選したので，まだ 1期生です。以前は病院
と老人保健施設が併設されている民間の施設で普通のOLをしていました。最初は
議員になっても働くつもりでしたが，やはり両方は厳しいということで退社せざる
をえなくなりました。
私はごく普通のOLでしたので，選挙にかかわったことも，労働組合がある会社
に勤務したこともありません。組合の人たちとは話をするのも難しかったほどの私
が，社会党会派の市議会議員をしているのは不思議な感じです。NHKのニュース
番組に出ていたことがあって若干の知名度があったことと，女性ということで声が
かかったのだと思います。…社会党との関わりは他のみなさんより薄いだろうと思
います。
党員ではありませんが，会派は社会党なので議会での活動はもちろん，街頭演説
や集会など，いろいろ一緒に活動させていただいていますし，日本婦人会議の旭川
の支部長もしています。また，よく怒られるのですが，青年会議所 (JC) にも所
属して活動しています。社会党の活動とは関係がありませんが，議員になる前から
入っていたので，続けさせていただいています。
私が党員にならない理由は，幅の広い市民の声を拾いたいと思うからです。社会
党員というせまい枠のなかだけではなく，さまざま人々の支持を得たい。地方では
町を発展させたい，町をよくしたいという点では政党はあまり関係ありません。と
いうことで，あえて党員にならずやらせていただいています。現在，32歳で独身で
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す。初当選は29歳で最年少女性・トップ当選。いばれることがこれしかないので，
言わせてもらいます（笑）。」
続いて，党員数の少なさの大きな要因として，党の組織運営のあり方が厳しく問われ
るのである。「社会党に入りたいと言ってくる人はけっこういる」にもかかわらず，「期
待を持って入ってきた党員が，党に失望して離党されることが多い」というような，現
場での実情が率直に語られ，これに対処すべく現場で行なわれている様々な取り組みが
紹介される。
「片岡［中央本部］ 私は確か83年の入党です。それ以前は社青同全国協（現・
青年フォーラム）という青年団体で「社会党の左バネ」みたいなことを言ってキ
バッていました。社会党と距離を置くことが青年運動の正しさを証明するような気
分がありました。そのころの先輩がよく「社会党は何をやってもいいし，何もやら
なくてもいい党だ」と言っていて，当時は「そんないいかげんなところに行ける
か」みたいな生意気な気持ちでした。現在は青年運動を通して中央本部という立場
で党に関わっています。
……社会党は選挙で獲得する票に比べて党員が極端に少ない。……どうしても党
員が増えません。
政党にしても，青年組織，労働組合にしても，「組織」には拘束が多すぎるので
はないでしょうか。「組織」は目的を達成するための合理的な手段だとは思います
けれど，土日返上で出てきて選挙を手伝えとか，規約だ，党費だという組織のあり
方が，いまの時代に通用するだろうかという気がしています。……」
「勝野［神奈川県議］ 確かに片岡さんの言うとおり組織には拘束があります。
上部機関が決めた方針で動かなくてはなり ません。しかし，消費税のときでもリク
ルートのときでも，社会党に入りたいと言ってくる人はけっこういるのです。みん
ないろいろな思いをもって社会党に近づいてくる。ところが，社会党には，その思
いを吸い上げて「自分が党員になって生かされた」という実感を持たせるような活
動がほとんどなかったんじゃないのか。この間，期待を持って入ってきた党員が，
党に失望して離党されることが多いのです。
党勢拡大をする側は，党員が増えれば党費も増え，選挙の運動員も増えるぐらい
にしか考えていません。入る人の意識と拡大する人の意識がまったくずれていて，
入党して頑張りたいというせっかくの意欲を生かせない。これが，社会党の一番の
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弱点じゃないかと思います。
私の地域でも専門的な立場でいろいろ考えている人がいます。でも，党の本部に
手紙を書いても返事はこないし，党員になっても実際には新報を配らせられるだけ。
党のなかで自分が役立つ場所を見つけられず，社会党への情熱を不完全燃焼のまま
党を去っていく 。そういう人たちを見てきました。党員の意見をどうやって党の政
策に反映していくかのシステムが，いまの社会党には根本的に欠けているのではな
いかと思います。
このままでは，上からの指示を忠実にこなすだけの党員，ガマン強くて律儀でま
じめな党員しか残らなくなってしまいます。本当に意欲を持って党を変えていこう，
広げていこうという人の情熱を生かすシステムが必要です。」
「鈴木［東京都大田総支部］ 社会党には分権とか自治を大事にしようという共
通の認識があるはずですが，確かに上からの指示を受けないと動けないという面が
あります。本当は末端の支部から総支部，県本部と経験が積み上げられるなかで，
党員の意見が地域や国の政治に反映されていけばいいのでしょうが，なかなかうま
くいかないのが自分でも歯がゆい気がします。
党の周辺にはいろいろな人がいるし，それぞれの分野で「この部分だったらおれ
は得意だ」というのがもっとあると思うのです。そういう人たちが集まって町づく
りの問題とかを考えて社会党としてのプランができていくという形が理想でしょう
が，現実には遅々として進みません。幅広さと寛容さで市民をもう少しやわらかく
取り込める社会党でありたいと感じています。」
「松尾［東京都世田谷総支部］ 昔は「社会党というのは，なんちゅうダサイ政
党だ」と思っていました。言うことは言うけど実際には何もしてくれない。実際に
党に入ってもこの考えはあまり変わっていません（笑）。あと，去年の衆議院選挙
やその前の都議選で感じたのは，社会党は本当に人を大事にしない党だということ
です。自由なのはいいのですが，組織の体をなしてない。
世田谷の党員が約200人いますが，そのうちぼくが知っているのは30人ぐらいし
かいません。一緒に選挙のポスター貼りとかやって，党員だろうと思っていると
「支持労組の組合員で党員じゃない」とか，「おれはただの手伝いだ」，「おれは後
援会だ」とか，だれが党員でどこまでが支持者なのかも全然わからない。幅広い政
党だから，それはそれでいいのかなと思いますが，決めたことはきちっとやるとい
う党の態勢が全くできていない。いまだに大会を開いていない総支部もあるし，自
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分の総支部の委員長や書記長を知らない党員がいるくらいですよ。
勝野さんや鈴木さんがおっしゃったとおり，党員の意見を集約して各級機関を経
て上に持っていくシステムが全然できていません。いまは世田谷でそのシステムを
つくろうということで努力しています。例えば世田谷の社会党版の市民大学をつく
ろうとか，定例学習会をもっと広げるとか，新報の読者会をやろうとか，いろいろ
考えています。そのなかで意見をまとめて，都本部にぶつけていきたい。そのほう
が説得力があると思います。
若い人たちが入らないと言いますが，このあいだある若い人から「社会党に入っ
て何かいいことあるの？」と聞かれて，ぼくは絶旬しましたよ。そう 言えば，いい
ママ
ことないなあ……と。ぼくだって入ってみたら選挙には負けちゃうわ，区議は半減
しちゃうわ，何もいいことがありません。せめて自分の思っていることを何でも話
し合える場と，議論ができる仲間をつくっていくしかありません。それで青年党員
会議をはじめたのですが，ようやく軌道にのりかけているところです。
システムを確立するためには，批判するだけではなくて，まず自分たちの足元か
ら，政党として，組織として，当たり前のことをやるだけやってみたい。それでダ
メだったら再検討すればいい。……当たり前のことをきちっとやらないで，中央本
部が悪いとか言って責任転嫁したって説得力がありません。」
さらに，党員数の少なさ （極端な少なさ）の結果でもあるが，地域での社会党の存在
感の薄さが現場での体験にもとづいて報告され，対応の試みが語られる。
「片岡［中央本部］ 松尾さん，新藤宗幸さんが，地域の社会党を市民に開放さ
れたサロンにしなさいという提言をされていますがどう思われますか。」
「松尾［東京都世田谷総支部］ 大賛成です。実際に世田谷総支部の会館はどん
どん開放するようにしていて，市民運動の人がビラをコピーしに来たりします。予
約してもらえば使えるシステムになっています。昔の総支部会館は，むちゃくちゃ
汚かったので，この間みんなで掃除をして一般の人が入りやすいようにもしました。
社会党はここにあります，相談があったら区議会議員も紹介しますし，気軽に米て
くださいと，地域で社会党の存在が見えるようにしたい。おかげで，少しずつです
が活性化しつつあります。」
「片岡［中央本部］ 三井さん，社会党会派の議員にな られて，想像していた社
会党とどんな違いがありましたか。」
- 190 - (1520) 
1980年-1996年の社会党における組織問題
「三井［北海道旭川市議］ 確かに，社会党は松尾さんがおっしゃ ったとおりダ
サイ。ダサイと言われて，急にナウイと言われることをやってますますダサく見ら
れちゃう 。ナウくするためにずっと続けて何かをするということがないのです。
また想像していたより市民への窓口が狭いのです。一番出入りが多いと思ってい
たのですが， 5つある会派のなかで一般市民のお客さんは一番少なかった。想像と
は全然違いましたね。
また，普段，女性の権利がどうとか言っているわりには，別に女性の声を聞く会
を設けるわけでもないし，何もしない。選挙のときだけ「女性候補を」と言って，
婦人会議とか労働組合の女性部に声をかける，という感じです。そういうギャップ
はすごく大きくて，びっくりしました。」
「鈴木［東京都大田総支部］ 私も入党しようと思ったとき，どこが窓口なのか
わからず困りました。『社会新報』をとっていて集金に来る専従者と接点があった
ので近づく余地がありましたが，地域のなかで社会党の存在がほとんど見えない。
総支部がどこにあるのか， どこが窓口なのか，よくわからないところがあります。
もう少し間口を広げないと，こわもてのおじさんが赤旗ふってというイメージをな
かなか抜けられないと思います。
土井さんが委員長のころ，市民感覚のある人たちが議員になって変わってきたと
いう気もしますが，まだまだ不十分だと思います。何かやろうとすると，いつも党
のなかでカンカンガクガクをやらないと先に進まない。下で出た話も上に行くにつ
れて立ち消えになってしまう 。私自身の課題でもありますが，こういう体質を変え
ていかなくてはなりません。」
「三井［北海道旭川市議］ たまに社会党は自民党より保守的だと思うときがあ
ります。形式ばって，例えば上からおりてきた方針に，下の会合で意見が出ても，
それを書き直すことは一切ない。」
「松尾［東京都世田谷総支部］ 昨年の選挙のとき，たまたまある駅前広場でぽ
くたちの候補と共産党の候補がハチ合わせになったことがあります。共産党はガー
ガー社会党の悪口を言ってくる。ただ，その駅のエスカレーターを指して「日本共
産党はこれをつくりました」と言っていたのには感心しました。事の真偽はともか
く，有権者にと っては「ああ共産党に頼めばこういうことをやってくれるんだな」
というのがわかる。社会党の言うことは，護憲とか平和とかすごく抽象的で，社会
党は世田谷で何をやってくれるのか，東京を，日本をどうしてくれるのか，それが
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見えてこないのです。
それじゃあいけないと，われわれ世田谷の社会党は一体どうしたいのかというこ
とで，いま総支部で話し合っています。とりあえず区議選に向けて独自の政策を党
員でつくつてみようということでいま話が進んでいます。例えば老人ホームとか，
ゴミの問題とかも突き詰めていけば，ある程度独自の政策ができるはずです。要求
するのは簡単ですけれども，具体的にどうしたいのか政党として有権者の前に提示
する責任があると思います。」
最後に，これまでの議論のひとつのまとめとして，政党一般への不信感が拡がってい
るという「政党にとっては非常に難しい時代」状況の中で，社会党の存在をどうアピー
ルすべきかについて意見交換がなされる。
「片岡［中央本部］ 政党がその責任を十分果たしえていないこともあるかと思
いますが，政党をあてにしないという人たちが多くなっています。例えば生活者
ネットの人たちとか，政党はもういらない， 自分たちでやるという人が大都市を中
心に増えてきました。……」
「勝野［神奈川県議］ ……それぞれ自分の関心のあるテーマで集まって，活動
の成果を実感できる小さなグループをつくって活動するほうが楽しいし，やりがい
もある。政党にとっては非常に難しい時代だと思います。」
「片岡［中央本部］ いろんな人たちに党に集ま ってもらうためにはどうしたら
よいとお考えですか。」
「鈴木［東京都大田総支部］ 勝野さんが「自己実現の場」という言い方をされ
ていました，そういうことがすごく大事だと思います。自己実現を可能にする党で
なくてはならないと思います。
最近は労働組合でもユニオン・アイデンテイティーと言われる取り組みが進んで，
以前と比べてだいぶイメージが変わりつつあります。すごくやわらかい感覚で，イ
メージキャラクターとしてタレントを使ったりして組合員を勧誘している。社会党
屯，そういうことをしながら，お固いイメージを少しずつ変えて，新しい仲間を増
やしていきたい。もう少し幅広い層の人たちが集まるようになれば， もっといろん
な発想も出てくるのではないでしょうか。」
「勝野［神奈川県議］ いまの若い人たちも，政治に期待する土壌や意識はある
はずです。私たちは政治というと議会とか選挙とかを思い浮かべますが，政治とい
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うのはみんなの日常生活にかかわることだから，そこに政党がどのような受け皿を
つくるのかが問われているのだと思います。それができていないからそっぽを向か
れているように見えるのです。
いまの若い人たちも自主的にバンドをつくったりという大きなエネルギーを持っ
ています。ぼくらが学生時代に求めていた自己実現の形とは違っていますが，旦分
が考えていることを実現させていきたいという自己実現の気持ちはいつの時代でも
変わらないと思うのです。自分たちがつくった音楽を発表したり，生かしてくれた
りする場をつくる，そういう活動をバックアップして，若い人たちのエネルギーを
つなげるようなことができないだろうかと，いま考えています。」
「鈴木［東京都大田総支部］ 社会党について言えば，運動体としての足腰もな
いし，政策提言の能力も不足しているので困ってしまうのですが，政策の内容の問
題とそれを地域で形にしていく運動，この 2つがかみあっていかないと，これから
の政界再編のなかで取り残されていくという気がします。
60年， 70年のころ社会党の中心だった30代， 40代の活動家が，そのまま高齢化し
て， 50代， 60代がいまの党の中核になっています。支持層も同じで，若い人は完全
に抜け落ちています。 参加なくして本当の民主主義はありえないのですから，差~
人たちに参加してもらえるような運動なり政策提言なりにしていくことが緊急の課
題だと思います。」
「三井［北海道旭川市議］ 作業着を着て，腕章つけて，赤旗振って，というの
が世間一般の社会党です。まだまだそういうイメージが強い。労働組合のない職場
も多いし，組合も公務員の組合だけではないから， もっと民間の人が入ってもいい
んじゃないでしょうか。私は民衆の声を聞いてくれる社会党が好きだったのですが，
そのイメージを変えられれば， もっと入りやすくなると思います。」
「三井［北海道旭川市議］ 政党は政策を考えなくてはなりません。いまの社会
党は，護憲だとかそういうことにばかりとらわれて，本当の政策はほとんど考えて
いません。もっときちんと高齢化とか情報化，国際化といった新しい時代に対応し
ていけば，次第にイメージも変わって労働組合だけの社会党じゃなくなっていくと
思います。」
「松尾［東京都世田谷総支部］ 個人プレーは多いけれども，それがなかなかつ
ながらない。いいことをやっている人がいても，他の党員は支援もしない。連携が
全然なくて，その人が議員をやめると続かなくなったりします。こういう体質を変
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えていくためにも，党のなかできちんと話し合う場をつくっていくことが必要だと
思います。」
「松尾［東京都世田谷総支部］ ぼくは，世田谷の総支部を市民運動の人に開放
して総支部を市民運動の情報センターみたいにしたい。それが社会党の展望かなと
思います。
ただ，それがなかなか続かない現状があります。しつかり運動をしている党員を，
区議会議員に立候補させたはいいけれども，カネは出さないし，運動員は出さない
し，落ちたらそのまま。「もう絶対選挙は出ない」って，その人は社会党をやめて，
運動からも手を引いてしまった。せっかくつながりかけていたのに，社会党が何も
しなかった結果，運動自体までポシャッてしまった。党の体制自体がしつかりして
いないとなかなか難しいと思います。」
「勝野［神奈川県議］ 「……いろんな左翼の党派があったなかで，私が社会党に
入った一つの原因でもあるんですけれども，社会党という党は気楽に参加して自分
の言いたいことが言える。言ったからといって，処分されることはないし，いじめ
られるわけでもありません。非常に自由な党です。問題なのは，単に言いたいこと
を言って終わるというのでなくて，本当に議諭しあって共通の目標をつくつていく
ということがなかなかできないことです。この組織運営のシステムがつくれれば，
社会党はまだまだ飛躍できると思います。」
以上，詳しく紹介してきた座談会は何を物語っているだろうか。ひとつ明らかなこと
は，先に紹介した大都市圏の地方組織幹部による1980年の座談会で指摘されていた，地
域での党組織活動における深刻な問題群が全く解決されないまま，社会党は90年代を迎
えたということである。
この座談会から20年が過ぎた。これら熱心な活動家・議員たちのその後はどうなった
のだろうか。ここでは，新聞などで比較的追跡の容易な地方議員を例に見てみたい。三
井章子旭川市議は党員ではないので，ここで取り上げるのは勝野健治・神奈川県議だけ
となる。
勝野議員は1991年4月の神奈川県議会選挙に，居住地の横浜市緑区の選挙区から初め
て立候補し当選する（当時33歳）。「大学［東大］在籍中に党の活動にかかわり，党本部
に勤務。結婚後，同区［緑区］すすき野の団地に住み，いまは緑総支部で活動を続け
る」と 『朝日新聞』記事は紹介する。党の専従職員であり，立候補時は「党総支部副委
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員長・社会新報絹集部副部長・党県機関紙局長」という第 1線にあった人が敢えて県議
選に出馬したのは， 1987年4月の県議選で，社会党が「売上税や「おたかさん」ブーム
の追い風もあって同区の県議選で史上最高の約 3万6000票も集めた。それ以来同区での
2人擁立は，党の強い要請」だったからだと解説される。妻の反対があっても，専従者
としては断り切れないだろう 。「横浜を象徴する新住民」ゆえに地縁・血縁もなく，ま
た労働組合などの支持母体ももたない。自治労など従来からの社会党支持団体は同じ選
挙区から出馬し当選したベテラン議員 (6期目）の支援に回ったものと推測される。党
としての組織活動ができない社会党らしく，党職員であっても，個人戦にならざるを得
ない。こうして『朝日新聞』記事が紹介するように，「無名に近いため知名度を上げよ
うと，さまざまな集会に出席，顔を売るのに忙しい。身近な環境問題を訴えて躍進した
神奈川ネットの運動手法なども参考に，小人数のホームパーティーを企画，こまめに地
域を歩く毎日だ。「市民運動のパイプ役になり，……」と……抱負を語る」という運動
である99)。
この1991年県議選では，横浜市緑区選挙区は定数6名に対して立候補者9名，当選者
の党派別内訳は， 自民2, 公明 1'緑ネット 1,社会2であり（共産と民社の現職が落
選），勝野議員は最下位当選だった。得票数は 1万1383票で，もう 1人の当選者の得票
数 1万6536票と合わせて社会党の得票数は 2万7919票と前回の追い風による 3万6000票
よりかなり目減りしていたが，思惑通り何とか 2人当選を果たした100)。ところが，緑
区は人口増を受けて1994年11月に同区から青葉区と都筑区が分区され，それに伴い県議
選の選挙区も， 3区に分割された。勝野議員は95年 4月の県議選では青葉区選挙区（定
数3名）から出馬することになった。結果は，得票数は 1万317票で前回から 1割減に
食い止めたが，次点で落選（当選は諸派，自民，新進各 1)だった101)。次の99年4月
の県議選には社会民主党から立候補，得票数は 1万634票と安定した支持層の存在をう
かがわせるが，次点で落選した（当選は民主，自民，諸派各 1)102)。民主党に移行せず
社会民主党に残留した勝野（元）議員の県議選への立候補はこれが最後となった。
99) 以上，『朝日新聞』1991年2月5日朝刊（神奈川県地域面）， 『朝日新聞』1991年
4月9日朝刊（神奈川県地域面）。
100) 『朝日新聞』1991年4月8日朝刊（神奈川県地域面）。
101) 『朝日新聞』1995年4月10日朝刊（神奈川県地域面）。諸派は「神奈川ネットワー
ク運動」 （神奈川ネ ット）の女性候補（同紙， 1995年4月11日朝刊・神奈川県地域面）。
102) 『朝日新聞』1999年4月12日朝刊（神奈川県地域面）。諸派は「神奈川ネットワー
ク運動」（神奈川ネット）の女性候補（同紙， 1999年4月15日朝刊・神奈川県地域面）。
- 195 - (1525) 
関法第64巻第5号
州まとめと展望
以上に叙述してきたところから差し当たり導き出される結論を整理すれば以下のよう
になる。
(1) 本稿冒頭において， 1955年の再統ーから60年までの社会党における組織問題につい
て，前稿で明らかにしたことをその結論部分を引用する形で紹介した。その要点を簡
単に繰返せば，①元来の「大衆組織政党理念」を構成する 2つの側面，すなわち「で
きるだけ多数の支持者を党員として組織し支持を恒常的安定的なものにする」という
側面と「党の日常活動を積極的に担う活動家を育成し組織活動を充実させる」（活動
家中心の党）という側面のうち，社会党が党として公式に受け入れたのは後者の側面
だけだった。②党内政治過程の支配的争点が党の「基本路線」をめぐる原理的対立を
中心とするものとなり，組織問題はこの原理的対立およびそれと密接に絡む派閥抗争
を活性化させる燃料にすぎなくなる。組織建設への具体的取組みという地味な課題は
党内政治過程の主要関心から外れてしまった。
同様の事情は1960年代以降70年代後半に至る時期においても基本的に当てはまるこ
とだった。この時期の社会党において顕著となってゆく左派 (1959年秋の西尾派離党
以降の党内で「左派」とされたもの）優位の下，もっばら強調されたのは「活動家中
心の党」建設という側面であり，「できるだけ多数の支持者を党員として組織する」
という側面は後景にまった＜退いてしまった。それと同時に，組織問題への具体的取
り組みが進まないうちに， 1960年代半ばから激化する左右対立の党内抗争の争点は
「原則主義」と「現実主義」という「路線対立」を中心とするものとなり，組織づく
りの具体策という問題は何度か党大会の議題となりつつも 103), 党内政治過程の中心
争点から外れてしま った。（以上の点については1960年代から70年代の社会党組織問
題を対象とする次稿で詳述する。）
組織問題が再度社会党の中心的な政治課題として党内で浮上するのは， 1970年代末
である。この時期，それまでの激しい党内対立が最左派（原則主義）・社会主義協会
の後退という形で一応の収まりを見せ始めたが，これ以降，最左派の影響力を排除し
て，「現実主義化」の方向を模索し，同時に労働組合への過剰依存を改めて，「市民」
に支持を求めようという動きが強まる。そして，このような動きの中で，飛鳥田執行
103) 大会での議論について，岡田一郎 『日本社会党』，94-96, 116-117, 120頁。
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部時代の「100万党建設運動」あるいは土井執行部時代の「新100万党建設運動」「協
力党員制度」導入に見られるように， 2つの側面を包括した本来の「大衆組織政党」
理念が，社会党の公式の組織論としてようやく受け入れられるに至ったのである。
だが，これを実現するだけの力はもはや社会党には残っていなかった。こうして，
1980年代以降，社会党は，支持基盤として，弱体化しつつあった労働組合（とりわけ
官公労） 104)への依存を継続しつつ，それに代わる党独自の安定的な組織基盤を構築
できないまま，自民党批判票の受け皿として「風まかせ」による一時的な（国政選挙
での）上昇を経験する（土井ブーム）も，同党に代わる自民党批判の「受け皿」が登
場した90年代に入って一層の衰退を迎えるのであった。
(2) この衰退を劇的に示したのが1993年 7月衆院選での社会党の大敗だが，続く 8月の
自民党下野，非自民連立政権 （細川内閣）成立と社会党の同政権参加という「政界・
政党再絹」が開始されると，社会党は社会民主主義勢力および広範な「リベラル」勢
力を結集した「社民リベラル」新党構想を模索する。そして，その過程で，「大衆組
織政党」理念はついに放棄され，「ネットワーク型政党」理念が公式の党組織理念と
して採用された。
しかし，社会党を中心とする，この新党構想が実現しないうちに， 1996年夏ころか
ら始まった鳩山由紀夫・菅直人らによる「民主党」結党が先行し，国会議員レベルで
は半数以上の社会党議員が「個人の資格で」民主党に参加，「民主リベラル」新党
（「社会」という語は消えている）の中心は「民主党」が占めることとなった。そして，
この党の組織理念は「ネットワーク型政党」理念そのものであった。
「民主党（第 1次）結成の中心となった鳩山由紀夫の政党イメージは，よりフ
ラットな，強いリーダーシップを打ち出さないものである。1996年に提起された鳩
山の組織理念は「旧来のヒエラルキー型政党とは必然的に異な」り，「構成する個
が有機的なネットワークで結ばれる政党」「党議拘束から原則的に解放」「民権政治
を唱えながら党中央主導で意思決定していく姿は，古い政党と反省しなければなら
ない」と表現されるものであった。」105)
104) 官公労では，民間労組と比べて組合員の中での社会党支持率は比較的維持されて
いたが，公務員・公共企業体の人員削減の結果，官公労の組織人員そのものが減少
しつつあった。（岡田，前掲書， 185-186頁の図 1を参照）
105) 森本哲郎編著 『システムと変動の政治学』， 23頁（森本）（大嶽秀夫『日本政治の
対立軸』， 99頁［中井歩］の記述により整理したもの）。
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確かに「成熟した市民社会」に相応しい美しい理念である。しかしながら，政党が，
現実の複雑な政治過程の中で，様々なアクターとの多面的な関わり合い（闘争，駆け
引き，妥協……）に否応なく直面する中で，「ネットワーク型政党」の美しい理念は
多種多様の困難に遭遇するであろう。前章 [3]で紹介した社会党若手活動家の座談
会一一ここでは「ネットワーク型政党」への共感がはっきりと看取され，またそのよ
うな試みも語られている—~でもこの点について率直な意見が述べられていた106) 。
「片岡［中央本部］ ……生活者ネットの人たちとか，政党はもういらない，自
分たちでやるという人が大都市を中心に増えてきました。勝野さんは地元でおつき
合いがあると思いますが，こういう動きをどう見ていますか。政党は必要なくなっ
ているのでしょうか。」
「勝野［神奈川県議］ 神奈川ネットは，いまでは完全に既成政党になっていま
す。10年くらい前に既成政党にくくられない市民運動としてはじまりましたが，次
第に既成政党化するなかで当初のメンバーが離れていきつつある。それがネットの
悩みになっていると聞いています。」
「片岡 既成政党になるというのは，どういう意味ですか。」
「勝野 初めは自発的な思いがある人が集まるのですが，ある程度組織が大きく
なってくると現実のなかでさまざまな妥協や配慮も必要になってきます。そうした
現実の政治の限界のなかで自然発生的な情熱が生かされなくなってくると，組織を
守ろうという志向と，当初の情熱のようなものとの乖離が大きくなってくるのです。
ネットのなかでも政党人と活動家のズレが出ていることは間違いありません。
・・」
「鈴木［東京都大田総支部］ 政治のプロになった方がいいのか，素人の感覚の
ままの方がよいのか，すごく悩みますね。……議員には市民感覚も持ちつづけてほ
しいとも思うけれど本当に素人でも困る。このバランスがすごく難しいと思いま
主。」
「勝野 社会党も人の生かし方や，政策形成のシステムを抜本的に変える必要が
あります。政党への集まりかたも， もっと緩やかな仕組みを模索しなければいけな
どと思いますが，一方で政治に携わるものとして責任を持つということも必要です。
こう言っては失礼になるかもしれないが，市民運動などでは中心的な人物がずっ
106) 「座談会 若手活動家が語る社会党」『月刊社会党』 1994年6月号，82-83頁。
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こけると雲散霧消してしまう場合も少なくない。これでは政党としての責任は果た
せません。緩やかな組織にしながらも，実際それを進めていく責任を持ったスタッ
フがいないと組織は維持できない。上意下達じゃない緩やかな政党でありながら，
きちんと責任がとれるような組織をどうつくつていくかが問われていると思いま
す。」
ここで言われているような「政治に携わるものとして責任を持つ」「きちんと責任を
とる」という問題は政権党として「統治責任」を負わねばならない時にもっとも重大な
課題となって現れるだろう。「よりフラットな，強いリーダーシップを打ち出さない」
という典型的な「ネットワーク型政党」理念に立っていた民主党の政権時代の「迷走」
は，この理念のマイナス面が増幅させたと言えるだろうか。今後の検証課題である。
(3) 最後に，あらためて，なぜ社会党において「大衆組織政党」が結局は形成されな
かったのか，という問題を考えてみたい。本章(1)の末尾で， 1970年代末から1980年代
になってようやく党の公式の組織論として受け入れられた「（本来の）大衆組織政党」
理念だが，「これを実現するだけの力はもはや社会党には残っていなかった」と述べ
ている。それでは，まだ力のあった時代になぜ実現しなかったのだろうか。確かに，
前稿でも本稿でも繰り返し指摘しているように，そもそも「党支持者をできるだけ多
＜党員として組織化し，支持を恒常的安定的なものする」という要素を一方に持つ
「本来の大衆組織政党」理念が1970年代末から1980年代という時期まで，党の公式の
理念として受け入れられなかったという事情は確かに重要である。そして，これにつ
いては，「本来の大衆組織政党」理念に強く抵抗する社会党左派（とりわけ最左派）
の影響力の拡大が大きな要因だったということも確かである。しかしながら，同党左
派（とくに最左派）と同じ「マルクス・レーニン主義」とりわけその党組織論を党是
とする「共産主義政党」でも，例えば，フランス，そしてサイズはより小さいが日本
でも20世紀のある時期，社会党よりもはるかに多数の党員を組織し得たのは周知の事
実である。これらの諸政党は，工業化の進展にともなう社会構造の変容（とりわけ周
辺圏あるいは農村部から大都市圏あるいは工業地域への［フランスの場合は近隣諸国
からのも含めた］大規模な人口移動）に対応した組織活動を展開し，党支持者を拡大
するとともに，多数の党員を組織化することにも成功したのである 107)。だとすれば，
107) フランス共産党については， さしあたり，森本哲郎編著 『システムと変動の政治
学』 137-140頁（森本），また中山洋平「第2次世界大戦後の政治と社会」 232-233頁／
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この面での党組織形成における「社会党の失敗」の要因を考えるためには， 1960年前
後から70年代初めにかけての時期（高度経済成長期の大規模な人口移動が見られた時
期）における同党の組織問題をめぐる党内外の政治過程を分析しなければならない。
これが次稿の課題である。
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